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はじめに 

 

全国的に人口減少・高齢化が進む中、高度経済成長期に建設された公共施設

等の多くが近い将来に更新時期を迎えることになります。本市では、平成 28

年度に策定した「堺市公共施設等総合管理計画」において、公共施設等の管理

に関する基本的な方針を定めましたが、その後に作成した施設ごとの個別施設

計画を踏まえた計画の見直しが求められています。 

一方で、本市の財政は非常に厳しい状況にあり、「堺市財政危機脱却プラン」

において、改革の方向性の一つとして、公共投資の選択と集中や公共施設のマ

ネジメントにより公共施設の総量管理に取り組む方針を示しました。 

このような状況のもと、この度、「堺市公共施設等総合管理計画」を改訂しま

した。個別施設計画を踏まえた計画の更新を行い、「堺市財政危機脱却プラン」

や「堺市基本計画 2025」との連携を深め、新たな中長期の施設総量の縮減目

標も設定しました。 

今後も本計画に基づき、公共施設等の総合的かつ計画的な管理、活用を実践

し、施設総量の縮減と維持管理経費の適正化に取り組みます。 

 

令和  年   月       

堺市長 永藤 英機
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第 1 章 公共施設等総合管理計画策定・改訂の背景と目的 

 

1．計画策定・改訂の背景と改訂の目的 

（1）背景 

我が国では、公共施設等の老朽化への対策や維持管理、更新のあり方等が大きな課題となって

います。地方公共団体においても、厳しい財政状況が続く中、今後、人口減少や人口構造の変化

等により公共施設等の利用需要が変化していくことが予想されます。こうしたことを踏まえ、早

急に公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点をもって、計画的に公共施設等の最適な配

置を実現することが必要となっています。 

このような状況や課題は、本市も例外ではありません。本市の公共建築物（いわゆるハコモノ）

は 30 年以上前に建築したものが全体の約 6 割を占めており、今後、大規模な改修や建替えが

短期間に集中して、多大な財政負担が必要となることが予想されます。これに加えて、市民ニー

ズの変化への対応、さらにはコスト縮減、環境保全、安全性の確保、防災対策等への対応が課題

となっています。 

本市では、これまで行政需要の増大に伴う施設の新築と老朽化に伴う建替えを柱として公共

建築物の整備を進めてきました。しかし、今後は、市民ニーズの変化を見据えて、施設の長寿命

化や、転用・複合化といった既存施設を有効活用する施策に方向転換して、ファシリティマネジ

メントの手法により、公共建築物を戦略的かつ適正に管理・活用していくことが急務と言えま

す。 

また、道路・橋りょう・水道・下水道など、いわゆるインフラ資産は、高度経済成長期などに

整備されたものが多く、今後、急速に老朽化が進むことが予想され、計画的な更新・整備に取り

組むことが喫緊の課題となっています。 

こうした状況の中、国（総務省）からの要請を受けて、本市では、平成 28 年 8 月に「堺市

公共施設等総合管理計画」を定め、公共施設等の総合的かつ計画的な管理に取り組んできまし

た。 

計画では、施設の長寿命化などの方針を踏まえ、公共施設等の更新費用の見通しや財政負担の

平準化に向けた考え方等を整理したうえで、公共施設等の維持・管理に関する基本的な考え方を

示しています。 

その後も、国（総務省）からは、個別施設ごとの個別施設計画を策定することや、個別施設計

画を踏まえた計画の見直し・充実を図ることが要請されています。 

 

（2）改訂の目的 

今回の改訂では、令和 2 年度末までに策定が完了した個別施設計画を踏まえた施設更新費用

の精緻化を図るなど、総務省が要請する項目について計画を見直し、その充実を行います。 

また、「堺市基本計画 2025」や「堺市財政危機脱却プラン」の「公共施設のマネジメント」

の改革の方向性・取組との連携及び整合を図ります。 
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2．対象財産 

本計画において「公共施設等」とは、公共施設、その他の当該地方公共団体が所有する建築物、

その他の工作物をいいます。具体的には、公共建築物（学校施設、市営住宅、庁舎等）のほか、土

木構造物（道路、橋りょう等）、公営企業の施設（水道、下水道等）等も含む包括的な概念です。 

対象とする公共施設等は、図表 1-2-1 のとおり「公共建築物」と「インフラ資産」の 2 類型に

分類するものとします。 

 

 

類型 用途 主な施設 

公共建築物 

（建物系公共施設） 

学校施設 幼稚園、小学校、中学校、高等学校等 

市営住宅 市営住宅、住宅集会所等 

スポーツ・文化施設 体育館、市民センター、文化ホール、博物館等 

庁舎 本庁舎、区役所庁舎等 

消防施設 消防署、出張所等 

高齢者福祉施設 老人福祉センター、老人集会所等 

児童福祉施設 こども園、こどもリハビリテーションセンター等 

その他施設 保健センター、廃棄物処理施設、駐輪場等 

インフラ資産 

（土木系公共施設） 

（上下水道施設） 

道路・橋りょう 道路舗装、橋りょう、トンネル等 

公園 都市公園等 

河川 河川管理施設等 

農業関連施設 農道、ため池等 

水道施設 

（公営企業会計） 

配水場等 

水道管等 

下水道施設 

（公営企業会計） 

水再生センター（下水処理場）、ポンプ場等 

下水道管等 

 

 

  

図表 1-2-1 公共施設等の主な分類 
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3．これまでの取組 

  本市では、これまで図表 1-3-1 の計画等を策定し、それらに基づき公共施設等に係る維持管

理、更新、長寿命化等に取り組んできました。 

 

 

対象 計画 主な内容 

公共施設 

堺市財産活用指針 

（平成 23 年 9 月策定） 

戦略的な観点からの財産マネジメントに 

より、積極的に公有財産の有効活用を図る 

堺市市有施設等整備活用基本方針 

（平成 25 年 6 月策定） 

公有財産をより適正に管理・活用していく 

ためファシリティマネジメントの基本的 

な考え方や方向性を示す 

施設カルテ 

（令和元年 4 月作成） 

公共施設の情報の一元化に向けた取組を

実施 

個別施設計画 

（令和 2 年 3 月作成） 

BIMMS を活用して、延床面積 200 ㎡以

上の建築物 140 施設を対象に策定（66

計画） 

学校施設 

堺市小規模校基本方針 

（平成 14 年 8 月策定） 

小規模校の活性化に対する基本方針 

堺市学校施設整備計画 

（令和 2 年 3 月策定） 

学校施設の計画的な維持管理・改善・建替

えを推進するための基本となる計画 

市営住宅 
堺市営住宅長寿命化計画 

（令和 3 年 2 月改訂） 

市営住宅の計画的な維持管理・改善・建替

えを推進するための基本となる計画 

道路 

主要路線 

堺市舗装維持管理計画 

（令和 3 年 4 月策定） 

5 年ごとに行う路面性状調査等に基づい

て計画的な修繕を行い、舗装の長寿命化、

維持管理費の縮減を図る 

横断歩道橋 
横断歩道橋維持管理計画 

（平成 30 年 4 月策定） 

5 年ごとに行う定期点検に基づいて計画

的な修繕を行い、横断歩道橋の長寿命化、

維持管理費の縮減を図る 

橋りょう 

堺市の橋の長寿命化修繕計画 

（平成 30 年 4 月更新） 

計画的な維持管理を行うことで橋の安全

性を確保する 

堺市橋りょう耐震事業計画 

（平成 26 年度更新） 

大規模災害に備え、緊急交通路に関係する

橋の耐震化を実施し災害に強いまちづく

りを推進する 

公園 
堺市公園施設長寿命化計画 

（令和 3 年 3 月改訂） 

計画的・効率的な維持管理を行い、公園施

設の長寿命化、維持管理費の縮減を図る 

河川 
内川排水機場長寿命化計画 

（平成 23 年 3 月策定） 

ライフサイクルコストの最少化を目的と

し、内川排水機場における設備の長寿命化

を図る 

図表 1-3-1 これまでの主な取組内容 
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堺市河川管理施設維持計画 

（令和 2 年策定） 

一級、二級、準用河川の河川管理施設を対

象とした、維持管理・更新等に関する基本

的な方針を定めた計画 

水道施設 

下水道施設 

堺市上下水道ビジョン 

（平成 28 年 3 月策定） 

○水道事業と下水道事業の基本計画。総務

省が要請する水道事業と下水道事業の

「経営戦略」としての位置づけ 

○将来像の実現に向けて、計画期間内にお

ける施設の維持管理や更新、災害対策な

どに係る事業計画と財政計画を示す 

 

※ 今回の改訂にあたり、「堺市財産活用指針」及び「堺市市有施設等整備活用基本方針」を「堺 

市公共施設等総合管理計画」に統合した。 
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4．計画の位置づけ 

本計画は、中長期的な視点に立って、「未来を創るイノベーティブ都市」という都市像を掲げる

「堺市基本計画2025」をはじめ、主要な計画との綿密な連携・整合を図ります。 

また、公共建築物及びインフラ資産の各担当部署が別途定める個別施設計画の上位計画として

位置づけています。 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5．計画期間 

  令和 4 年度から令和 33 年度までの 30 年間を改訂後の計画期間とします。ただし、計画期間

内であっても、5 年ごとを目途に必要に応じて見直すものとします。 

  

図表 1-4-1 堺市公共施設等総合管理計画の位置づけ 

≪公共建築物≫ 
個別施設計画 

学 校 施 設 

市 営 住 宅 

 

その他用途 
 （スポーツ・文化施設） 
 （庁舎） 

 （消防施設） 
 （高齢者福祉施設） 
 （児童福祉施設） 

 （その他施設） 
 

≪インフラ資産≫ 
個別施設計画 

道路・橋りょう 

公 園 

河 川 

堺市公共施設等総合管理計画 

水道施設（公営企業会計） 

下水道施設（公営企業会計） 
など 

農業関連施設 

堺市基本計画 2025 

堺市地域防災計画 

堺市 SDGｓ未来都市計画 

（2021～2023） 

堺市財政危機脱却プラン 

堺市都市計画マスタープラン 

連携 
・ 

整合 
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第 2 章 公共施設等の現状 

 

1．公共建築物の現状 

本市の公共建築物を、用途別に「学校施設」「市営住宅」「スポーツ・文化施設」「庁舎」「消防施

設」「高齢者福祉施設」「児童福祉施設」「その他施設」の 8 用途に分類しました。各用途の主な施

設、延床面積及び施設・棟数と、その構成比は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

H27.4 R3.3 H27.4 R3.3 H27.4 R3.3 増減

学校施設 学校施設 幼稚園、小学校、中学校、高等学校等 150 148 1,884 1,865 1,058,692.99 1,058,046.00 ▲0.06%

市営住宅 市営住宅 市営住宅、住宅集会所等 135 131 619 634 452,299.94 437,940.55 ▲3.28%

スポーツ・文化施設 体育館、市民センター、文化ホール、博物館等 67 60 202 186 227,207.89 217,036.50 ▲4.69%

庁舎 本庁舎、区役所庁舎等 20 16 66 48 139,149.61 137,452.77 ▲1.23%

消防施設 消防署、出張所等 24 24 62 71 26,775.45 28,891.22 7.32%

高齢者福祉施設 老人福祉センター、老人集会所等 32 31 46 40 19,642.48 20,901.72 6.02%

児童福祉施設 こども園、こどもリハビリテーションセンター等 22 22 71 70 28,603.31 32,386.11 11.68%

その他施設 保健センター、廃棄物処理施設、駐輪場等 219 236 550 641 230,885.65 274,050.09 15.75%

669 668 3,500 3,555 2,183,257.32 2,206,704.96 1.06%

その他
用途

合計

用途名 主な施設
施設数 棟数 延床面積（㎡）

図表 2-1-2 用途別の延床面積構成比（令和 3 年 3 月末現在） 

図表 2-1-1 公共建築物の分類と推移 
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公共建築物全体としては、令和 3 年 3 月末現在で、668 施設、3,555 棟であり、総延床面

積は約 220 万㎡です。用途別の延床面積構成比では、学校施設が約半数と最も多くなっていま

す。また、用途別の竣工年分布状況、計画策定時からの総延床面積の推移、有形固定資産減価償

却率の推移は以下のとおりです。 

 

（単位：㎡） 

 

 

 

 

 

 

図表 2-1-3 と図表 2-1-4 は、公共建築物の竣工年ごとの分布状況を表しており、延床面積

の推移から 1971 年度～1980 年度（昭和 46 年度～55 年度）に多くの施設が建設されたこ

とが分かります。建物は建築後 40 年を経過すると老朽化が進行していくため、大規模な改修や

建替え・更新の時期を迎えているといえます。 

 

 

用途名 ～1960年
1961年

～1970年
1971年

～1980年
1981年

～1990年
1991年

～2000年
2001年

～2010年
2011年～ 合   計

学校施設 6,197.00 131,670.00 457,367.06 248,396.48 50,559.97 78,798.01 85,057.48 1,058,046.00

市営住宅 735.22 37,290.99 111,440.25 56,249.16 104,118.51 75,944.77 52,161.65 437,940.55

その他用途 6,992.49 15,512.57 80,266.01 131,347.02 196,458.75 159,457.52 120,684.05 710,718.41

合   計 13,924.71 184,473.56 649,073.32 435,992.66 351,137.23 314,200.30 257,903.18 2,206,704.96

0

20000

40000

60000

80000

100000

120000延
床
面
積

(

㎡
）

建築年

市営住宅

学校施設

その他用途

図表 2-1-3 用途別の竣工年分布状況（延床面積） 

図表 2-1-4 竣工年分布状況（延床面積） 
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  H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 

有形固定資産減価償却率（%） 67.94 67.77 69.00 65.42 

※各年度末時点の数値 

 

図表 2-1-5 は、統一的な基準に基づく有形固定資産減価償却率の推移を表しています。令和

元年度は、阪神高速大和川線が完成し、建設仮勘定から本勘定に振り替えたため、大きく減少し

ました。 

 

2．インフラ資産の現状 

道路・橋りょう、公園、河川、水道施設、下水道施設などのインフラ資産は、市民生活に欠かせ

ない都市基盤であると同時に、災害の際の避難路や一時避難地としての機能を果たすなど防災・

減災の観点からも重要な役割を担っています。 

本市のインフラ資産は、令和 3 年 3 月末現在で、道路延長 2,104 ㎞、橋りょう 678 橋、都市

公園面積約 568.98ha、水道管布設延長 2,423 ㎞、下水道管布設延長 3,125 ㎞などであり、種

別や施設数は図表 2-2-1 のとおりです。 

  

図表 2-1-5 有形固定資産減価償却率の推移 
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種別 主な施設 
施設数 

（H27.4 月時点） 

施設数 

（R3.3 月末時点） 
増減 

道路・橋りょう 道路延長 2,086 ㎞ 2,104 ㎞ 0.86% 

橋りょう 688 橋 678 橋 ▲1.47% 

トンネル 2 か所 2 か所 0.00% 

地下道（大型カルバート） 6 か所 6 か所 0.00% 

地下道（人道カルバート） 19 か所 19 か所 0.00% 

舗装（延長） 2,070 ㎞ 2,093 ㎞ 1.10% 

横断歩道橋 72 橋 72 橋 0.00% 

大型道路標識 2,008 か所 2,015 か所 0.35% 

小型道路標識 4,240 か所 4,147 か所 ▲2.24% 

道路照明灯 15,099 か所 16,027 か所 5.79% 

公園 公園数 1,165 か所 1,186 か所 1.77% 

公園面積 558.17ha 568.98ha 1.90% 

河川 管理河川延長 35.9 ㎞ 35.9 ㎞ 0.00% 

排水機場 1 か所 1 か所 0.00% 

農業施設 農道など  5.7 ㎞  5.7 ㎞ 0.00% 

水路橋及び農道に架かる

橋りょう 

5 橋 5 橋 
0.00% 

ため池 28 か所 28 か所 0.00% 

水道施設 水道管布設延長 2,394 ㎞ 2,423 ㎞ 1.20% 

配水池 32 池 31 池 ▲3.23% 

下水道施設 下水道管布設延長 3,049 ㎞ 3,125 ㎞ 2.43% 

水再生センター 

（下水処理場） 

3 か所 3 か所 
0.00% 

下水ポンプ場 7 か所 6 か所 ▲16.67% 

  

図表 2-2-1 主なインフラ資産の分類と推移 



10 

  

道路の管理延長、橋りょうの整備数、都市公園の整備数、水道管の布設延長及び下水道管の布設

延長の推移は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

旧堺市道 旧美原町道 国府道 （年度）

0

10

20

30

40

50

60

国道 府道 市道

（年度）

図表 2-2-3 橋りょうの整備数の推移【道路種別】 
 

図表 2-2-2 道路の管理延長の推移 

※2005 年美原町と合併により市道延長増加 

※2006 年政令市移行により国府道の道路延長が追加 

（
橋
り
ょ
う
数
） 

（m） 
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図表 2-2-5 都市公園の整備数の推移 

図表 2-2-4 橋りょうの年度別整備数【構造種類別】 
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道路の年度別の状況をみると、2004 年度（平成 16 年度）の旧美原町との合併、2006 年

度（平成 18 年度）の政令指定都市への移行により、美原町道、国道（国道 309 号、310

号）、大阪府道を引き継いだため、この 2 年で道路管理延長が急激に増加しました。 

橋りょうをみると、1970 年代～90 年代（昭和 40 年代半ば～平成初期）にかけて整備され

たものが多いことが分かります。 

公園は、1970 年代半ば～1980 年代（昭和 50 年代以降の昭和期）に供用開始したものが

多くあり、供用開始してから 30 年以上経過するものが約 6 割にのぼっています。 

また、水道管や下水道管についても、耐用年数（水道管の法定耐用年数は 40 年、下水道管の

標準的耐用年数は 50 年）を迎えるものが多くあることが分かります。 

0

10,000

20,000

30,000
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50,000

60,000

70,000

80,000

鋳鉄管 ダクタイル鋳鉄管 耐震形ダクタイル鋳鉄管

ポリエチレン管 ビニル管 鋼管・ステンレス鋼管

（m）
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80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

ヒューム管 塩ビ管 その他

（m）

（年度）

図表 2-2-6 水道管の布設延長の推移 

図表 2-2-7 下水道の管径別布設延長の推移 

（年度） 
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2020 年は総務省「国勢調査」、2050 年は 2015 総務省「国勢調査」を基に独自推計。「堺市基本計画

2025」より 

3．人口推計と課題 

本市の人口は減少局面に入っており、図表 2-3-1 のとおり、2050 年には 65.6 万人となり、

2020 年の人口から約 2 割減少すると推計しています。 

また、図表 2-3-2 のとおり、2050 年の年少人口（0～14 歳）は 7.5 万人まで、生産年齢人

口（15～64 歳）は 34.2 万人まで減少する一方で、65 歳以上人口は 23.9 万人まで増加すると

推計しています。 

 

 

 

 

 

650,000

700,000

750,000

800,000

850,000

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

（人）

82.6万人

推計人口 65.6万人

48.4万人

34.2万人

23.5万人 23.9万人

10.4万人

7.5万人

50,000

150,000

250,000

350,000

450,000

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

（人）

生産年齢人口（15～64歳）

65歳以上人口

年少人口（0～14歳）

図表 2-3-1 人口の推移（将来推計人口） 

図表 2-3-2 年齢 3 区分別人口の推移（将来推計人口） 
 

2020 年は総務省「国勢調査」、2050 年は 2015 総務省「国勢調査）」を基に独自推計。「堺市基

本計画 2025」より 
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このような人口減少の傾向や人口構造の変化は、今後の公共施設等の管理や更新に多大な影響

を与えます。具体的には、年少人口（0～14 歳）が減少すると、小学校・中学校といった学校施

設の総量や規模を見直す必要が生じ、公共施設等に対するニーズの変化の要因となります。一方

で 65 歳以上人口の増加は、例えば介護保健事業を提供する民間施設を含む高齢者福祉関連施設

の需要増加へとつながります。また、生産年齢人口（15～64 歳）の減少による市税収入の減少

や、65 歳以上人口の増加による扶助費の増加などにより、行財政運営が厳しくなることも懸念さ

れます。 

さらに、人口が減少していく中、公共施設の現在の総量を維持した場合、それらの施設を維持・

運営するための市民一人当たりの負担が増すことにもなりかねません。 

そのため、将来を見据えて施設の統廃合や再配置などにより公共施設の総量や配置の最適化に

向けた検討を行い、人口減少や人口構造の変化に伴う市民ニーズに柔軟に対応していくことが必

要です。 

 

4．環境面への配慮 

地球温暖化が進む中、世界規模で温室効果ガスの削減に向けて取組を進める必要があり、「環境

モデル都市」として本市は率先してその取組を進めています。 

平成 26 年 7 月には、法定計画である「地球温暖化対策実行計画＜事務事業編＞」を策定し、

市の事務事業による温室効果ガスを削減する取組を進めているほか、令和 3 年 3 月には、気候非

常事態宣言及びゼロカーボンシティを表明し、2050 年のカーボンニュートラルの実現をめざし

て取り組んでいます。 

図表 2-4-1 は、市の事務事業による温室効果ガス排出量の推移を示すグラフです。 
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図表 2-4-1 温室効果ガス排出量の推移 
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「地球温暖化対策実行計画＜事務事業編＞」では、市の事務事業による 2020 年度の温室効果

ガス排出量を 1990 年代比で 30%削減することを目標として掲げました。本市の温室効果ガス

排出量は、平成 26 年（2014 年）から緩やかに減少し、目標年度である 2020 年度には 1990

年度比で 34％削減し、目標だった 30%削減を達成しました。 

温室効果ガス排出量のさらなる削減に向けて、現在、「堺市公共施設低炭素化指針」（平成 29 年

5 月策定）及び「堺市地球温暖化対策実行計画＜事務事業編＞」の改定作業を行っています。 

公共施設のファシリティマネジメントの推進に当たっては、「堺市公共施設低炭素化指針」を踏

まえ、温室効果ガスや建設廃棄物の排出を抑制するため、施設の適正配置・統廃合・転用等を行い、

予防保全による施設の長寿命化を図り、建替え・更新に係る環境への負荷を最小限に抑える必要

があります。 

 

 

 

指標名 
現状値 

（2017 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

市域の温室効果ガス排出削減量

（2013 年度比） 
14.1％ 19.0％ 

 

  

図表 2-4-2 関連する「堺市基本計画 2025」の KPI 
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5．本市財政の現状 

（1）一般会計 

本市は、これまで行財政改革に取り組んできましたが、社会保障関係費などの歳出が増加し

続ける一方で歳入が伸び悩み、市独自の住民サービスの拡充や公共施設整備事業の集中によ

り、平成 28 年度以降は、恒常的に基金を取り崩すことで歳入不足を補いながら財政運営を

行っています。今後も収支不足が続くと見込まれ、非常に厳しい財政状況です。 

 

  ア 歳入 

歳入のうち、市税収入は令和 2 年度で 1,500 億円程度となっています。また、国・府支出

金は、社会保障関係費の増加などにより増加傾向で推移しています。一方、臨時財政対策債を

除く市債は、大規模事業の進捗等により、平成 30 年度をピークに減少傾向です。 

 

 

 

 
※平成 29 年度以降、府費負担教職員制度の見直しの影響により、市税、地方交付税、国・府支出金などが増加。 

※令和 2 年度は、特別定額給付金給付事業費補助金や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などにより、 

国・府支出金が大幅に増加。 

※金額については、億円単位のため、総額等が合わない場合がある。 
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図表 2-5-1 歳入決算額（一般会計）の推移 
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イ 歳出 

    歳出のうち、扶助費は、社会保障関係費の増加により増加傾向で推移しています。また、公

債費は、臨時財政対策債や投資的経費に係る市債の償還額が高止まりしています。一方、投資

的経費は、大規模事業の進捗等により、近年では令和元年度がピークとなっています。 

 

 

 
※平成 29 年度以降、府費負担教職員制度の見直しの影響により、人件費が増加。 

※令和 2 年度は、会計年度任用職員制度移行の影響により、人件費が増加。また、特別定額給付金（その他

経費）、ひとり親世帯や子育て世帯への臨時特別給付金（扶助費）をはじめとする新型コロナウイルス感染

症対策の影響により、扶助費やその他経費が大幅に増加。 

※金額については、億円単位のため、総額等が合わない場合がある。 

 

ウ 基金残高・市債残高 

    平成 28 年度以降、収支不足を補うため基金の取り崩しを行っており、減債基金（満期一

括償還分）を除く基金残高は減少傾向でしたが、令和元年度及び令和 2 年度は市有地の売却

や国庫補助金等の収入超過などの特殊事情により増加しています。また、市債残高は、大規

模事業の進捗等により令和元年度までは増加傾向で推移しています。 
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図表 2-5-2 歳出決算額（一般会計）の推移 
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※減債基金（満期一括償還分）を除く。        ※臨時財政対策債を除く。 

 

 

エ 財政収支見通し 

   令和 3 年 2 月に公表した財政収支見通しでは、市税は増加するものの、扶助費も増加傾向

で推移し、推計期間中は毎年度 40～50 億円程度の収支不足が続くものと見込んでいます。

財政危機からの脱却に向けた取組に着手せず、このまま推移すれば基金残高は減少し続け、

令和 12 年度には枯渇する見込みとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（億円） （億円） 

図表 2-5-6 基金残高（減債基金（満期一括償還分）除く）の見通し 

図表 2-5-3 基金残高 図表 2-5-4 市債残高 

図表 2-5-5 財政収支の見通し 
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（2）公営企業会計 

 

ア 水道事業会計 

平成 26 年度の決算において、地方公営企業会計基準の見直しに伴う退職給付引当金の一

括計上などの影響により、一時的に純損失を計上していますが、損益収支においては平成

14 年度から継続して純利益を計上しており、経営状況は安定的に推移しています。 

今後は、人口減少や節水機器の普及などにより、水道料金収入が減少し続ける一方で、施

設の老朽化対策や耐震化など一定の事業費が必要となります。こうした厳しい状況下におい

ても、可能な限り現行の料金水準を維持しつつ、安定的な経営基盤を構築し、ライフライン

である水道サービスを将来にわたり提供するために、経営改革に取り組んでいます。 

 

（ア）収入 

   給水人口の減少や節水機器の普及による水需要の減少に加え、使用水量の小口化等によ

り水道料金収入は減少傾向にあります。 

 

 

 

※各年度における資金収支（一般会計における単年度収支）を表しているため、公営企業会計としての決算値 

（収益的及び資本的収支）とは一致しない。 

 

（イ） 支出 

平成 30 年 4 月に大阪広域水道企業団が水道用水供給料金を引き下げたことで、受水費

が減少しました。近年は、高度経済成長期に布設された管路の大量更新時期を迎えている

ほか、施設等の耐震化を進めていることで建設改良費が増加傾向にあります。 

今後も管路の更新のほか施設等の耐震化により多額の投資資金が必要となることから、

将来にわたり安定した経営基盤の構築に向けて、アセットマネジメント手法を用いた建設

投資の平準化を図ります。 
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図表 2-5-7 水道事業会計収入決算額の推移 

収入合計 



20 

  

 

 

※各年度における資金収支（一般会計における単年度収支）を表しているため、公営企業会計としての決算値 

（収益的及び資本的収支）とは一致しない。 

 

イ 下水道事業会計 

  収益的収支においては平成 19 年度から継続して純利益を計上しています。 

また、平成 19 年度に純損失が純利益に転じるまでの間、最大約 132 億円の累積欠損金

が計上されていましたが、管きょ・処理場の維持管理の包括的民間委託をはじめ、汚水処理

経費の削減に向けた取組や未利用資産の利活用など、着実な経営改革に取り組んできた結

果、令和元年度決算をもって、累積欠損金を解消することができました。 

 

（ア）収入 

水需要の減少により影響を受けますが、近年の水洗化促進の取組による使用水量の増加

もあり、下水道使用料収入は横ばいの状況となっています。 

 

 

※各年度における資金収支（一般会計における単年度収支）を表しているため、公営企業会計としての 

決算値（収益的及び資本的収支）とは一致しない。 
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図表 2-5-8 水道事業会計支出決算額の推移 

図表 2-5-9 下水道事業会計収入決算額の推移 
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（イ） 支出 

   下水道事業会計の支出については、平成 26 年度に汚水整備の概成を迎えたことによ

り、建設改良費は減少傾向となっています。しかし、今後は浸水対策事業や、下水道施設

の改築更新・耐震化を中心とした投資が必要となることから、将来にわたる安定した経営

基盤の構築に向けて、アセットマネジメント手法を用いた建設投資の平準化を図ります。 

 

 

※各年度における資金収支（一般会計における単年度収支）を表しているため、公営企業会計としての 

決算値（収益的及び資本的収支）とは一致しない。 

 

 （3）健全化判断比率 

    健全化判断比率のうち、実質赤字比率・連結実質赤字比率は、ともに黒字であることか

ら、両比率ともに「－（なし）」となっています。また、実質公債費比率は 5.8％、将来負

担比率は 5.0％であり、いずれも早期健全化基準を下回っています。 

 

 

 H28 年度 H29 年度 H30 年度 R1 年度 R2 年度 

（参考） 

早期健全

化基準 

実質赤字比率 
- - - - - 

11.25  
(＋23.9 億円) (＋25.4 億円) (＋17.5 億円) (＋14.4 億円) (＋14.3 億円) 

連結実質赤字比率 
- - - - - 

16.25  
(＋176.8 億円) (＋194.2 億円) (＋177.4 億円) (＋193.0 億円) (＋198.9 億円) 

実質公債費比率 

（3 か年平均） 
5.7 5.6 5.3 5.3 5.8 25.00  

将来負担比率 17.5 22.9 20.3 9.4 5.0 400.00  
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図表 2-5-10 下水道事業会計支出決算額の推移 

図表 2-5-11 健全化判断比率の推移 （％） 
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本節で述べてきたように、本市の財政状況は非常に厳しい状況にあり、「堺市財政危機脱却プラ

ン」のもと、令和 12 年度までの収支均衡をめざして、市政全般の抜本的な見直しに取り組んでい

ます。 

また、公共施設等の管理や更新には今後多大な費用負担が見込まれ、これに対応した中長期的な

財政収支見通しをもって、公共施設等のマネジメントに取り組むことが必要です。 
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第 3 章 公共建築物の管理に関する基本的な考え方 

 

1．基本方針 

これまで述べてきたように、公共施設等の管理には、コスト縮減をはじめとして、環境保全、安

全性や適正な品質の確保、また、人口減少や人口構造の変化等による公共施設等の利用需要の変

化、バリアフリーやユニバーサルデザインへの対応など、様々な課題に取り組む必要があります。 

本計画においては、公共建築物の管理に関して 3 つの基本方針を定め、これを着実に推進して

いくこととします。 

この章では、公共建築物について、更新費用の試算と長寿命化による効果、施設総量の状況分析

を考察し、管理に関する目標や、総合的かつ計画的な管理を実現するための指針、さらには、施設

の点検・診断方法や維持管理・修繕・更新、安全確保、耐震化、長寿命化、光熱費削減等の施設の

保全に関する業務の実施方針について、基本的な考え方を示します。 

 

 

 

  

図表 3-1-1 公共建築物に関する 3 つの基本方針 

 

  

ライフサイクル
コストの削減 

施設総量の 
最適化 

バリュー・アップ 
（価値の向上） 
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① 予防保全による施設の長寿命化 

公共建築物の更新費用を削減・平準化するためには、施設の長寿命化の取組が必要

です。施設は、計画的に予防保全（改修）を行うことで長寿命化を図ることができま

す。不具合が出てから修繕するといった対処療法的な「事後保全」から、メリハリ（選

択と集中）をもって計画的に修繕や大規模改修を実施し機能確保する「予防保全」に

切り替えることで、長寿命化を図っていきます。 

② 保全マネジメントシステム（BIMMS）を活用した中長期計画 

施設の予防保全に当たっては、個々の施設の修繕・更新時期を見据えることが重要

であり、さらには、市が保有する施設全体の配置の最適化を図るための中長期的な視

点をもった保全計画も重要です。そのため、公有財産管理システムなどの情報に加え

て、BIMMS（保全マネジメントシステム）を活用し、ファシリティマネジメントに

必要な施設個々の情報を一元的に管理することで、計画的な保全に取り組み、市全体

として財政負担の平準化を図ります。 

③ 維持管理費、光熱水費の削減 

施設本来の機能を良好に保つため、日常的に継続した適切な保全業務が必要です。

維持管理費・光熱水費が施設ごとに適正であるかを把握し、異常や極端な変化がみら

れる施設については、調査・分析して必要に応じて改善に取り組みます。 

また、ESCO の導入をはじめ民間のノウハウを活用するなど、費用対効果の高い

対策の推進を検討します。 

④ PFI 事業など公民連携（PPP）による民間資金、ノウハウの活用 

施設の更新時には、市民ニーズや公と民の役割分担などの観点から PFI 事業をは

じめとする PPP の導入を検討し、公民のパートナーシップを進めます。 

図表 3-1-2 ライフサイクルコストの削減 
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① 行政需要の変化を想定した施設規模 

人口減少・高齢化の進展による人口構造の変化に伴う市民ニーズの多様化や、公共

施設の更新にかかる財政負担などに対応していく必要があります。施設のあり方を慎

重に検討し、将来の人口動態や人口構造を踏まえて公共施設の総量を縮減しつつも、

効率的な利活用や長寿命化に取り組み、将来の市民ニーズに対応した最適な施設規模

をめざしていきます。 

② 統廃合、再配置、他用途への転換及び機能の複合化の推進 

将来の市民ニーズに対応した最適な施設規模をめざすため、公共施設の望ましいあ

り方を検討・選択し、ICT によるオンラインの活用などにより、施設ありきの発想で

はなく機能を重視して、統廃合、再配置、他用途への転換、機能の複合化など、効率

的な利活用を計画的に推進します。 

③ 広域連携や公民連携によるフルセット主義からの脱却 

様々な用途の施設を全て自前で整備するフルセット主義を前提とするのではなく、

近隣市と公有財産（施設等）を相互利用するなどの基礎自治体間の広域的な連携や、

民間との連携による民間施設を活用した公共サービスの提供なども検討し、幅広い視

点から市民ニーズに対応していきます。 

④ 不要財産の売却 

廃止された公共施設を含め公有財産は、その利活用が本市の基本計画や他の主要な

計画の推進にも欠かせないことから、これらの各計画と綿密な連携や整合を図った幅

広い利活用の可能性を検討していくことが求められています。そのため、庁内利活用

を最優先に、貸付けやその他の方法も十分に検討したうえで、将来にわたって庁内利

用等の予定がなく売却することがその財産の最も有効な利活用方法であると判断さ

れた不要な財産については、売却処分を行い、財源の確保と保有量縮減による管理経

費の削減を図ります。 

⑤ 一時利用可能な財産を積極的に貸付け 

最終的な利用計画はあるものの実施まで暫く時間を要する財産や、現在のところ明

確な方向性はないものの将来的に価値向上が期待できる財産、地下埋設物・地役権等

の権利設定により売却できない財産などについては、駐車場として一時貸付けを行う

などの利活用を図り、売却と同様に、財源の確保と管理経費を削減します。 

図表 3-1-3 施設総量の最適化 
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①  防災対策への対応 

本市では、大規模地震災害による被害を抑止・軽減するため、「堺市住宅・建築物

耐震改修促進計画」（令和 3 年改訂）に基づいて、住宅・建築物の耐震化の促進に努

めています。特に公共施設については早期に耐震対策を促進するため、老朽化した施

設について建替え又は大規模改修の実施を検討・判断し、耐震性能の確保を図ります。

指定避難所となる施設については、その機能を踏まえた整備・保全に努めます。 

また、津波避難対象地域と津波注意地域においては、津波避難ビルの指定や公共施

設等を津波避難目標に定めるなど、避難対策に取り組んでいます。両地域において公

共施設を建築・改修する際には、津波避難ビルの選定基準を踏まえ、津波浸水時には

避難スペースとして利用できるような機能確保に努めます。 

② バリアフリー、ユニバーサルデザインへの対応 

本市では、全国に先駆けて昭和 57 年 2 月に「堺市福祉のまちづくり環境整備要

綱」を制定し、公共施設等のバリアフリー化を進めてきました。平成 18 年にはユニ

バーサルデザインの考え方を統合した「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律」が施行され、福祉のまちづくりを推進しています。 

また、それぞれの職員がユニバーサルデザインへの理解を深め、市全体として、ユ

ニバーサルデザイン化をより一層推進するため、平成 31 年 3 月に「堺市職員向け

ユニバーサルデザインのすすめ」を策定しました。 

公共施設等についても、このガイドラインに基づき、全ての人が安心・安全に利用

できる施設とするため、利用者ニーズや施設状況を踏まえたユニバーサルデザイン化

を進める必要があります。 

③ 環境性能など質的向上への対応 

公共建築物についてファシリティマネジメントを推進し、予防保全による建物の長

寿命化の取組にその重点を移行することで、建設廃棄物の排出を抑制します。加えて、

新築・増改築・大規模改修時には環境性能を高め、ESCO 事業など効率的な省エネル

ギー改修や再生可能エネルギーの導入などにより環境保全に貢献します。 

また、将来的に用途の変更や機能の付加を見据え、容易に改修ができる仕様にする

など、質が高く耐久性に富んだ建築とし、大規模改修が必要になった場合には、時代

の変化や社会のニーズを踏まえ対応します。 

さらに、施設の維持管理に当たっては、適切な保守・点検を実施し、施設や設備の

稼働状況を把握して、その運用の改善や効率化を図り、省エネルギーの取組を進めて

いきます。 

図表 3-1-4 バリュー・アップ（価値の向上） 
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2．公共建築物の管理に関する目標 

（1）公共建築物の更新費用と長寿命化による効果 

今後、維持更新に係る費用が増大することが見込まれる中、この課題に計画的に対応していく

ことが必要であるため、本市では、先に述べた 3 つの基本方針の一つである「ライフサイクル

コストの削減」において、今後の更新費用を削減・平準化するために「予防保全による施設の長

寿命化」を図ることとしています。 

そこで、今後 30 年間に必要な建替え、修繕等の更新費用について、これまでどおり予防保全

による長寿命化をせずに施設を更新した場合（45 年で建替え）と、予防保全により長寿命化を

した場合（学校施設 80 年、市営住宅 70 年、その他用途 60 年で建替え。ただし、建替えの時

期は仮の前提条件）とでそれぞれ試算しました。その上で、それぞれの更新費用の年平均額（以

下「試算額」）を算出し、実績額（平成 28 年度から令和元年度までの間に支出した更新費用の

平均額）との差額を比較することで、長寿命化による効果を検証しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 試算額は、総務省が公開している「公共施設等更新費用試算ソフト」の建替費用を使用し算出した。実績額
は、本市の実績データから算出した修繕費用、維持管理費用の平均数値を採用した。 

② 「シミュレーションの期間」については、中長期的な視点から検証するものとし、長期になりすぎると社会
状況等の不確定な要素も多くなることから 30 年とした。 

③ 建替えの時期は、本市の平均的な時期を踏まえ 45 年とし、全て同規模で建替えを実施するものと仮定し
た。修繕についても、本市のこれまでの取組実績に合わせて、全て事後保全で行うものとした。 

④ 倉庫など 50 ㎡以下の施設、建替えを想定していない文化財・自治会集会所など、取壊しを予定している
建物及び公営企業会計施設は対象外とした。 

 
※ 公営企業会計施設については、原則として料金収入が充当される独立採算性が前提とされ、料金収入を経費

に充てているため、更新費用試算の対象外とした。 

図表 3-2-1 長寿命化しない場合の更新費用の試算 

（年度） 

約 68 億円の差額 
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試算の結果、長寿命化せずに 45 年で建て替えた場合、今後 30 年間の更新費用の総額は約

9,689 億円で、これを平均した試算額は 1 年あたり約 323 億円となり、実績額である約 255

億円を約 68 億円上回っており、この差額の解消が課題となります。 

さらに、施設を長寿命化しない場合は事後保全にのみ頼ることになり、安全上のリスクを高め

る可能性があるばかりでなく、財政面からも突発的な修繕や建替えにより、結果的に大きな負担

となるおそれがあります。 

一方、予防保全により長寿命化して、学校施設は 80 年、市営住宅は 70 年、その他用途の施

設は 60 年で建て替えた場合、今後 30 年間の更新費用の総額は約 7,966 億円で、これを平均

した試算額は 1 年あたり約 265 億円となり、実績額と比べて約 10 億円の差額は発生するも

のの、図表 3-2-3 のとおり、30 年間で約 1,723 億円の経費削減が図られ、平準化の効果が

期待できます。 

予防保全を実施して長寿命化を図ることで、更新費用の試算額と実績額との差額を一定レベ

ルまで縮減して更新費用が平準化できます。また、安全性の面から老朽化による事故などのリス

クを事前に予防でき、機能性の面からも利用者の利便性・快適性の向上が期待できます。 

① 試算額は、総務省が公開している「公共施設等更新費用試算ソフト」の建替費用を使用し算出した。実績額
は、本市の実績データから算出した修繕費用、維持管理費用の平均数値を採用した。 

② 「シミュレーションの期間」については、中長期的な視点から検証するものとし、長期になりすぎると社会
状況等の不確定な要素も多くなることから 30 年とした。 

③ 建替えの時期は、学校施設 80 年、市営住宅 70 年、その他用途 60 年とし、全て同規模で建替えを実施す
るものと仮定した。なお、建替えの時期は長寿命化の効果を検証するに当たって仮に設定した前提条件によ
る。 

④ 倉庫など 50 ㎡以下の施設、建替えを想定していない文化財・自治会集会所など、取壊しを予定している建
物及び公営企業会計施設については対象外とした。 

⑤ 長寿命化費用については、「保全マネジメントシステム（BIMMS）」を活用した中長期シミュレーションデ
ータや実績額等を参考に算出した。 

 
※ 公営企業会計施設については、原則として料金収入が充当される独立採算性が前提とされ、料金収入をその

経費に充てているため、更新費用試算の対象外とした。 

図表 3-2-2 長寿命化した場合の更新費用の試算 

（年度） 

約 10 億円の差額 
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（2）施設総量の状況分析 

本市の公共建築物の施設総量について、政令指定都市間で比較し、その状況を分析しました。 
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図表 3-2-4 公共施設延床面積の政令指定都市比較 

図表 3-2-3 財政負担の削減（イメージ） 

※公共施設延床面積：令和元年度公共施設状況調査（市町村経年比較表 総務省） 

長寿命化した場合 

経費削減効果 
約 1,723 億円 
（30 年間） 

修  繕   約 453 億円 

大規模改修  

      約 2,477 億円 

建替え   約 1,948 億円 

維持管理  約 3,088 億円 

長寿命化による 

財政負担の軽減 

修  繕   約 453 億円 

総額 約 7,966 億円 

建替え   約 6,148 億円 

総額 約 9,689 億円 

維持管理  約 3,088 億円 

長寿命化しない場合 



30 

  

※公共施設延床面積：令和元年度公共施設状況調査（市町村経年比較表 総務省） 
 人口：令和元年度公共施設状況調査（令和 2 年 1 月 1 日住民基本台帳登載人口） 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-2-4 で示したとおり、本市の公共施設延床面積は、政令指定都市 20 市の中でも少な

い部類に属します。また、図表 3-2-5 で示したとおり、市民一人当たりの公共施設延床面積は、

他市に比べて低い水準となっています。 

図表 3-2-6 に示したとおり、本市の公共施設は、他の政令指定都市と比べて、施設総量が少
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図表 3-2-5 市民一人当たりの公共施設延床面積の政令指定都市比較 

図表 3-2-6 市域面積と市域 1k ㎡当たりの公共施設延床面積の政令指定都市比較 

堺市  149.83k ㎡ 

    4,627.60 ㎡／k ㎡ 
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なく、市民一人当たり面積も下位にありますが、市域面積が小さく、市域 1 ㎢当たり面積では

上位の水準にあります。 

これらのことから、本市の公共施設は、他の政令指定都市と比べて、施設総量は小規模である

ものの、市域面積も小さく、身近な距離に公共施設が配置されており、近接利便性の点で比較的

充足した状況にあると言えます。 

 

（3）公共施設の縮減目標 

以上を踏まえて、公共建築物の管理について次のとおり目標を設定し、今後の施設更新に係

る費用を縮減・平準化することで、試算額と実績額との差額の解消を図ります。 

公共施設の延床面積を縮減することで差額の解消を図るとした場合、単純計算で今後30年

間で約4％の延床面積の縮減※が必要となります。 

改訂前の計画では、施設総量を最適化することで、その半分程度の延床面積を縮減すること

としていました。 

そのうえで、残りの差額については、施設総量の最適化に伴って削減される更新費用や、警

備、清掃、光熱水費等の維持管理費のコスト縮減策の推進、統廃合や再配置などで生じた余剰

地等の利活用、貸付け及び売却の促進による歳入確保などの行財政改革効果により、新たな財

源を生み出して、その解消に努めることとしていました。 

 

 

 

 

 

 

 

今回、計画の改訂にあたり、施設の耐用年数、計画策定以降の本市の財政状況や人口予測な

どを踏まえ、次のような考え方のもと、新たな縮減目標を設定します。 

  

※ 「図表 3-2-2 長寿命化した場合の更新費用の試算」から延床面積縮減率を計算 
 

試算額（約 265 億円／年） － 実績額（約 255 億円／年） 
延床面積縮減率（％）＝                               ×100 

試算額（約 265 億円／年） 
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 ※2021年度には、それ以前に建設後60年を経過した施設を含む。 

 

長寿命化を進めているものの、図表3-2-7で示すように、60年後までに床面積で全体のお

よそ9割の公共施設が更新の時期を迎えることになります。そのため、人口の動向を注視しな

がら、今後の適正な公共施設の総量を見極める必要があります。 

今後30年間に、延床面積で全体のおよそ25％の施設が更新の時期を迎える一方で、30年

後には人口が20％減少すると推計されています（図表2-3-1参照）。 

このことから、改定後の計画では計画期間における縮減目標を次のとおり設定します。 

 

 

また、財政危機脱却プランの取組期間の最終年である令和12年度末までの間は、この期間

内に本市の公共建築物の約1％が更新時期を迎えることを踏まえ、更新時期に達していない施

設も対象として縮減に取り組むことで延床面積で1％の縮減をめざします。 

これらの目標の達成に向けて、公共施設を拠点としてサービスを提供する発想にとらわれ

ず、オンライン化等、より多くの市民に効果的にサービスを提供できる手法への転換や、民間

の施設・ノウハウの活用を検討します。また、受益者・利用者が限られる施設、市域内に偏在

する施設、設置の必要性が薄れた施設等について、統廃合、複合化、建替え等を検討します。 

更新時期に達していない施設も含めて、これらの取組を行うことで、施設の総量の最適化を

めざします。  

0
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図表 3-2-7 長寿命化後の耐用年数を迎える施設の延床面積 

全体の 1%（2021～2030 年の 10 年間） 

全体の 1／4（2022～2051 年の 30 年

 

全体の 1／3 （2052～2061 年の 10 年間） 

【今後 30 年間（令和 4～33 年度）の公共施設の縮減目標】 
 

更新時期を迎える施設の割合 25％×人口減少率 20％ ＝ 5% 

（年度） 
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（4）縮減目標の達成に向けて 

これまで見てきたように、施設の長寿命化に取り組むことで「試算額」と「実績額」との差額

を一定レベル抑制できるものの、差額を全て解消することはできないため、将来を見据えて公共

施設の総量を、より適正に管理していく必要があります。 

また、人口減少や人口構造の変化、公共施設に求められる機能の変化が見込まれる中、今後の

公共施設のあり方について検討を進めることが重要です。 

縮減目標の達成に向けて、統廃合、他用途への転換、建替え時の減築や機能の複合化などに取

り組んでいく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 利用率や稼働率が低いなど、有効に利活用できていない施設は、改善又は事業規模の見直

しのため、統廃合を検討します。 

廃止して余剰となった施設は、他用途への転換や、売却・貸付けなどを検討します。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

   ○ 市民ニーズの変化などにより求められる機能が変化した施設、期待される役割を果たせて

いない、又は設置当初の役割を終えた施設などは、新たなニーズに対応するため、他用途へ

の転換を検討します。 

 

  

図表 3-2-8 統廃合（イメージ） 

図表 3-2-9 他用途への転換（イメージ） 

Ａ施設 Ａ施設

Ａ施設 （余剰） 

統合 

廃止 

  Ａ施設 
（△△用途） 

Ａ施設 
（●●用途） 

転換 
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 ○ 耐用年数を迎えた施設について機能を維持することを決定した場合においても、ICT の活

用などにより必要最小限の機能を吟味したうえで、建替え時には減築を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ○ 他用途の機能を集約することで行政サービスの向上が見込まれる施設、別々の施設である

ことによって著しく維持管理コストがかかっている施設がある一方で、建物の状態が良く

長期に使用できる施設に余剰スペースがある場合などについては、機能を維持しつつ施設

の負担をできるだけ引き下げて効率的な利活用を進めるため、機能の複合化を検討します。 

     また、機能の複合化に併せて、容積率等を有効に活かし、高度利用できるようにするな

ど、幅広い観点から利活用策を検討します。 

廃止して余剰となった施設は、他用途への転換や、売却・貸付けなどを検討します。 

 

3．総合的かつ計画的な管理を実現するための指針 

 公共建築物の総合的かつ計画的な管理を実現するために、「情報管理の一元化」「施設評価によ

る各施設の方針決定」「施設用途ごとに施策や事業を推進」を進め、「第 3 章 2．（4）管理に関

する目標の設定」で設定した目標の達成に努めます。 

 

（1）情報管理の一元化 

公共施設を効果的に保全・利活用するためには、保有する施設の現状を把握して評価する必

要があり、そのためのデータベース整備が必要不可欠です。本市では令和元年度に施設カルテ

図表 3-2-11 機能の複合化（イメージ） 

図表 3-2-10 建替え時の減築（イメージ） 

Ａ施設 

建替え 

（縮小） 

 

  

 （余剰） 

Ａ施設 
（機能 1） 

Ｂ施設 
（機能 2） 

Ａ施設 
（機能 1・2） 

複合化 

廃止 
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を作成し、情報の一元化に向けた取組を進めています。 

施設カルテに掲載する項目は、総合的かつ計画的な管理の実現に資するよう適宜見直しを行

います。 

 

 

基本情報 名称、所管課、所在地、開設年度、運営形態 等 

土地情報 面積、用途地域、建蔽率、容積率 等 

建物情報 延床面積、築年数、構造、階層、 等 

施設維持管理情報 委託料、修繕費、光熱水費、施設収入 等 

その他 避難所指定等の防災情報、バリアフリー情報 等 

 

（2）施設評価による各施設の方針決定 

各施設の現状を「分析評価」「総合評価」といった図表 3-3-2 の事務フローにより評価し、

統廃合や継続、売却その他の方針を決定します。 

 

 

 

  

図表 3-3-1 主な施設カルテの記載項目 

◇各施設の方向性を総合評価 

・統廃合、再配置、他用途への転換、機能の複合化、廃止、売却、貸付け等の検討 

・市の施策に関する計画との整合性を図る 

総合評価 

◇施設カルテのデータから各施設を分析評価 

◇マトリックスによる評価（必要に応じて実施） 

・分析評価を基に施設の用途ごとに、各施設の現状を視点分析し、取組の方向性

を検討する材料の一つとして活用する 
（マトリックス） 

分析評価（施設カルテ） 

方針決定 
◇堺市公有財産管理・活用庁内委員会 

・分析評価、総合評価に、政策的な判断、中長期財政収支見込みや市民ニーズなど

の観点を踏まえ、総合的に個々の施設の方針を決定 

「廃止」 

「売却」 
「貸付け」 

「統廃合」「他用途への転換」 

「再配置」「機能の複合化」 

「継続」 

「改善」 

最終決定 

図表 3-3-2 施設評価のフロー図 
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（3）施設用途ごとの施策や事業の推進 

「第 2 章 1．公共建築物の現状」において、本市が所有する公共建築物を「学校施設」「市営

住宅」「スポーツ・文化施設」「庁舎」「消防施設」「高齢者福祉施設」「児童福祉施設」「その他施

設」の 8 用途に分類しました。 

  本計画の推進に当たっては、個別・具体的に長寿命化・耐震化等の取組を実施している「学校

施設」、「市営住宅」、「その他用途」の施設という施設の用途ごとに、公共建築物管理に関する 3

つの基本方針に沿って、図表 3-3-3 のとおり施策や事業を推進しています。 

 

 

 

 

  

 3 つの基本方針 

 
ライフサイクルコストの削減 施設総量の最適化 

バリュー・アップ 

（価値の向上） 

学
校
施
設 

○学校園建物の老朽化対策の実施 

・長寿命化に伴う基礎調査の実施 

（平成 25 年度～） 

・中長期的な整備計画の策定 

（平成 26 年度～） 

・老朽化対策事業の実施 

（平成 26 年度～） 

○「堺市学校施設整備計画」 

（令和 2 年度～11 年度） 

・既存施設を有効活用する長寿命化へ

の転換 

・学校毎の施設規模の最適化 

 

〇「第3 期未来をつくる堺教育プラン」 

（令和 3 年度～7 年度） 

・学校規模として 11 学級以下の小学

校については、児童数の推移などを

勘案しながら、すべての学年でクラ

ス替えが可能となるよう再編整備を

進める。今後、学校の再編等の手法

を取り入れ、学校規模の適正化を図

る。 

○耐震化の推進 

・構造部材の耐震化を平成 26 年度に

完了 

・非構造部材のうち、天井落下対策を

平成 25 年度から実施、平成 27 年

度に完了 

○小中学校普通教室の空調整備 

○余裕教室の活用 

○学校余剰地の活用 

市
営
住
宅 

○「堺市営住宅長寿命化計画」 

（令和 3 年度～12 年度） 

・効率的、円滑なストックの更新 

・予防保全的な維持管理及び耐久性の

向上を図る改善 

○管理戸数の目標の設定 

・入居状況を踏まえ、住宅セーフティ

ネットとしての役割、世帯数の減少

傾向、民間住宅市場の状況を考慮し、

柔軟に対応 

○「堺市営住宅長寿命化計画」におけ

るストック活用の方針 

・耐震性能の向上、居住性の向上 

・エレベーター設置等のバリアフリー

化 

そ
の
他
用
途 

○点検 

・点検等による施設状況の把握 

○予防保全による施設の長寿命化 

・ 保 全 マ ネ ジ メ ン ト シ ス テ ム

（BIMMS）等の活用による計画的な

修繕 

○「個別施設計画」の策定 

（令和 2 年度） 

○公共施設のあり方の検討 

・将来の人口動態、人口構造の変化に

伴う市民ニーズに対応した適切な施

設配置と施設規模の検討 

○大規模改修・建替え時には、施設延

床面積の削減を検討 

・利用度、立地条件等を勘案し、統廃

合、再配置、他用途への転換、機能

の複合化を検討 

○市立こども園の民営化 

・対象こども園の民営化を推進 

○防災対策への対応 

○バリアフリー、ユニバーサルデザイ

ンへの対応 

○環境性能など質的向上への対応 

○環境の改善及び安全・安心を確保 

○「堺市耐震改修促進計画」に基づき

早急に耐震化を推進 

図表 3-3-3 3 つの基本方針に沿って施策や事業を推進 



37 

  

4．施設の保全に関する業務の実施方針 

 「第 3 章 2．（3）公共施設の縮減目標」で設定した目標を達成するためには、公共施設を適

正な状態で保全することが必要不可欠です。施設総量の最適化や施設の長寿命化を図りつつ、既

存施設を有効活用し、保有し続ける公共建築物については、市民が安全で快適に利用できるよ

う、その保全に努めます。 

 そのために必要な保全に関する実施方針について、「点検・診断等」「維持管理・修繕・更新

等」「安全確保」「耐震化」「長寿命化」「光熱費削減」の項目ごとに以下詳述します。 

 

（1）点検・診断等に関する業務 

   図表 3-4-1 で示すように、建物が完成してから取り壊すまでの間、劣化や機能低下を防ぎ、

良好な状態を保って社会・経済的に必要とされる性能や機能を確保するためには、適正な状態

に保全する必要があります。 

公共施設を適正に保全するために、点検、診断等は有効な手段であり、重要です。 

 

 

 

 

   保全を怠ると建物や設備の劣化は進行し、故障や破損を招き、危険性が増して、場合によって

は事故につながることもあります。また、状態が悪くなってからでは、大規模な修繕等が必要に

なって、経済的な損失が大きくなることにも留意しなければなりません。 

   そのため、図表 3-4-2 に示す項目に留意して施設を適正な状態に保全することに努めます。 

  

保全業務 
維持保全 
 保守、点検、運転、清掃、 

 保安、修繕など 

改良保全 
 改修など 

既存建築物の初期の性能又は機能を維

持するために行う保全 

既存対象物の初期の性能又は機能を維

持するために行う保全 

基
本
構
想
・
基
本
計
画 

基
本
設
計 

実
施
設
計 

工 

事 
完 

成 

撤 

去 

修 

繕 

修 

繕 

改 

修 

修 

繕 

改 

修 

保守・点検・運転・清掃・保安等 

保 全 

図表 3-4-1 建物のライフサイクル 
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正しい理解と適切な取扱い 
建物の構造・使用材料、電気・空調・給排水設備などを、

正しい理解のもとに適切に取り扱う。 

保全情報の記録 

点検結果や修繕履歴など、その施設をどのように保全し

てきたかを示す各種データを蓄積・管理・整理する。 

また、こうしたデータを効率的な修繕等に活用する。 

保全の計画 

保全業務に関する計画を作成し、修繕等を計画的に実施

することで、施設の長寿命化につなげる。また、保全に

係る予算の推計や平準化等に活用する。 

保全の体制 
保全の目標を達成するために、施設管理者を定めて業務

体系を明確にし、業務を適正に実施する。 

 

   建築基準法では、「建築物の所有者、管理者又は占有者は、その建築物の敷地、構造及び建築

設備を常時適法な状態に維持するように努めなければならない」（第 8 条第 1 項）と定められ

ています。また、エレベーターをはじめ、電気設備・機械設備には法令で定期点検の時期が定め

られているものが多くあります。 

公共建築物について、日常点検、法定点検、自主点検調査を実施し、劣化や危険性を把握し

て、緊急性を判断し、修繕等の必要な対策を講じます。 

点検及び対策を実施する際には、「公共建築物維持管理マニュアル」、「堺市公共建築物等

におけるアスベスト含有建材点検・管理マニュアル」（令和3年3月作成）等を踏まえること

とします。 

また、各点検結果を情報として蓄積して、これらを効率的な施設の維持管理・修繕等に活用

し、建材などの劣化を遅らせるため対策を検討するなど、施設を長期使用するための劣化対策

に努めます。 

さらに、営繕担当部局が施設所管部局に対し、点検結果を基に修繕・改修方法等を助言・支

援するなど、保全の目標を達成するために部局が連携した体制で取り組みます。 

 

ア 点検の分類と位置づけ 

     各施設において実施する点検の分類とその位置づけは、図表 3-4-3 に示すとおりです。 

 

 

 

点　検 日常点検

定期点検 法定点検

自主点検調査

図表 3-4-2 施設を適正に保全するための必要事項 

図表 3-4-3 点検の分類と位置づけ 
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イ 日常点検 

施設管理者は「公共建築物維持管理マニュアル」により日常点検を行い、劣化の兆候が

軽微なうちに適切な処置を施します。これにより建物の長寿命化や保全費用の低減を図り

ます。 

なお、市営住宅などの特殊性のある施設については、同マニュアルや関係省庁等が示し

ている手引書などを参考に、施設の設置目的等も踏まえた日常点検を行うこととします。 

 

（ア）建物外部 

屋根、外壁などは、年月が経過するにつれ雨や風を防ぐという基本的な機能が低下し

てきます。外壁からの雨水の浸透、屋根の雨漏り等の漏水が発生すると、構造躯体の劣

化、損傷を招きます。劣化状況を早期に発見するため、日常的に雨漏りや亀裂の有無な

どを点検します。 

 

 

屋根 

雨漏りのしている箇所の有無の確認 
屋根に水が溜まる場所の有無の確認 
屋根に剥がれ、亀裂の有無の確認 
ルーフドレインの詰まりの有無の確認 
笠木などのモルタルやタイルの浮きの有無の確認 

外壁 
外壁の亀裂、はがれの有無の確認 
格子・タラップなどの金物の取り付け状態の確認 
建具まわりの雨によるシミの有無の確認 

外構 

建物まわりの沈下の有無の確認 
塀や擁壁などで危険と思われる箇所の有無の確認 
溝蓋の外れ、排水溝・管の流れの悪いところの有無の確認 
フェンスの金網の破れ、支柱の錆の有無の確認 

 

（イ）建物内部 

通行量の多い玄関、廊下、階段などの床は傷みやすく、また、人の手が触れることの   

多い手すり、腰壁、建具等は汚れや傷みが目立ちやすくなります。このように、内装は、

構造躯体よりも耐用年数が短く、安全性や快適性を確保するためにも、日常的に床、手す

り、天井部等の破損などを点検します。 

また、階段や廊下は非常災害時には避難通路としての大切な役割を有しており、通行を     

妨げる備品等が置かれていないことも点検します。 

  

図表 3-4-4 建物外部の日常点検チェックポイント例 
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玄関・廊下 

床、壁、天井、手すりなどの傷み・汚れの有無の確認 
廊下や防火戸の前のイスなど物品の有無の確認 
防火戸が床ワックス、ゴミなどにより動かなくなっていないかの確認 
建具金物（取手、丁番、戸車等）の破損の有無の確認 
雨の日の対策の有無の確認 

階段 

手すりのグラつきの有無の確認 
滑り止め（ノンスリップ）が傷みの有無の確認 
シャッターの開閉状態の確認 
階段に物品が置かれてないかの確認 
最上階の天井での漏水の有無の確認 

居室（事務室・和室等） 

机やロッカーなどによる床の傷の有無の確認 
畳の湿気の有無の確認 
壁に物を取り付けられているかの確認 
天井点検口の下に物品が置かれてないかの確認 
室内の結露の有無の確認 
天井のシミの有無の確認 

便所・洗面所 

臭気の有無の確認 
鍵の破損の有無の確認 
タイルの割れ、剥がれの有無の確認 
壁面の落書きの有無の確認 
天井のシミの有無の確認 
便器の洗浄水の水切れの確認 
便器のヒビの有無の確認 
便器の汚水の流れの確認 

 

（ウ）電気設備 

建物の電気設備には、受電設備、通信設備、電気室などがあり、電圧も低圧から高圧ま

で建物の規模により様々です。電気設備は、各種法令に基づき設計・施工され安全性も確

保されています。不具合なく機能を維持するため、日常の管理と点検を行います。 

 

 

有資格者 
電気主任技術者や主任技術者代務者を定めているか、また、それらを周知されてい
るかの確認 

電気設備の法定点検 法定点検、定期点検の認識の有無の確認 

電気室・キュービクルの管理 
電気室・屋外キュービクルの施錠の確認 
電気室内に物品が置かれていないかの確認（倉庫代わりにされていないかの確認） 

停電の確認 停電した場合の連絡先の確認 

漏電の点検 漏電警報が鳴った場合の専門業者による点検の有無の確認 

アース線の接続 アース線の接続の確認 

非常用発電機 非常用発電機の定期的な試運転の有無の確認 

電線に樹木が接触する場合 敷地内の樹木が電線に接触していないかの確認 

 

（エ）給排水・衛生設備 

給排水・衛生設備は、日常欠くことのできない設備です。衛生的な環境を維持するため

に、日常の管理と点検を行います。 

  

図表 3-4-5 建物内部の日常点検チェックポイント例 

図表 3-4-6 電気設備の日常点検チェックポイント例 
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受水槽・高架水槽・ポンプの
管理 

受水槽・高架水槽の点検口の鍵の確認 
受水槽・高架水槽・排水槽等を定期的に清掃しているかの確認 
受水槽・高架水槽のオーバーフロー管など防虫網の破損の有無の確認 
ポンプの異常音・振動の有無の確認 

水質の管理 
（定期的な水質検査） 

水質を定期的に検査しているかの確認 

グリストラップの清掃 グリストラップの掃除の有無の確認 

水量の管理 水栓・バルブからの水漏れや赤水の発生の有無の確認 

排水槽などの維持管理 排水槽、ポンプの定期的な清掃の有無の確認 

トラップ封水の管理 トラップの封水の有無の確認 

 

（オ）空調・換気設備 

空調・換気設備は、市民が施設を利用する上で重要な機能であり、構成される設備も施

設の規模や用途により様々です。施設を快適に利用できる室内環境を維持するために、日

常の管理と点検を行います。 

 

 

日常の保守管理と保守契約 

空調の効きの確認 
温度設定の確認 
吹出口、吸込口の前に物品が置かれていないかの確認 
機械室内に物品が置かれていないかの確認 
異音・振動の有無の確認 
室外機外観の状態（損傷、腐食、錆び、油にじみ等）の確認 

冷却塔（クーリングタワー）
の日常点検 

クーリングタワーの定期的な清掃の有無の確認 

ファンコイルユニットの 
管理 

ドレンパンの清掃の確認 

エアーフィルターの管理 エアーフィルターの点検 

暖房用排気ダクトの清掃・ 
点検 

暖房用排気フード及びダクトの定期的な清掃の有無の確認 

 

（カ）ガス設備 

近年の建物は気密性が高くなっています。ガス設備使用時の十分な換気と、ガス漏れな

どの事故防止のため、日常の管理と点検を行います。 

 

 

ガス器具・ゴム管 
ガス使用時の換気有無の確認 
ゴム管の硬化、ヒビ割れ等状態の確認 
元コックの状態の確認 

ガス漏れ警報器 ガス漏れ警報器の有効期限の確認 

 

  

図表 3-4-7 電気設備の日常点検チェックポイント例 

図表 3-4-8 空調・換気設備の日常点検チェックポイント例 

図表 3-4-9 ガス設備の日常点検チェックポイント例 
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（キ）エレベーター 

エレベーターの劣化は、誤作動による事故や閉じ込めが起こる危険性があり、また、故障

は施設利用に支障をきたすこととなります。日常から使用状況に注意し、安全運転と事故防

止のための管理と点検を行います。 

 

 

作動・点検 

乗り場の溝にゴミが落ちたり、吸殻が挟まっていないかの確認 

非常時の扉開閉キーの保管の確認 

エレベーター機械室の施錠の確認 

連絡用インターホン設置の部屋に人が常駐しているかの確認 

保守点検の契約の有無の確認 

 

（ク）防災設備 

防災設備は、非常時において、確実に機能を発揮する必要があります。また、防災設備は

多種多様なものがあるため、使用目的や使用方法を確認しておくことも重要です。不具合な

く機能を維持するため、日常の管理と点検を行います。 

 

 

二方向避難、消火器、屋内消火

栓、非常放送設備、自動火災報

知設備、非常用照明設備、排煙

設備、非常用進入口 

可燃物の建物内外への放置の確認 

タバコの吸い殻の処理状況の確認 

避難通路や出入口に物品が置かれていないかの確認 

消火器、消火栓、避難はしご、救助袋の前などに物品が置かれていないかの確認 

各種表示灯や誘導灯の球切れの点検 

カーテン、カーペット等は防炎処理されているかの確認 

消火器の規格が ABC 消火器であるか、また有効期限の確認 

火災警報設備の受信盤スイッチが定常位置にセットされているかの確認 

消防署への防火管理者の届出の確認 

消防署への点検の報告の確認 

 

ウ 法定点検 

施設や設備は、その規模や用途により法令で点検が定められています。 

この法定点検は、建築物の保全状態について、劣化や損傷などにより安全性、耐久性、機

能性等に支障がないかを確認するために定期的に行うものであり、本市の公共建築物も定

期的に法定点検を行っています。 

主なものは、図表 3-4-12 に示すとおりです。 

  

図表 3-4-10 エレベーター設備の日常点検チェックポイント例 

図表 3-4-11 防災設備の日常点検チェックポイント例 
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点検等の対象各部 点検種別 規定法規 

消防用設備等 

（消火設備・警報設備・避難設備・非常電源） 

作動点検、外観点検及び機能点検 

総合点検 

消防法 

消防庁告示 

ボイラー 

小型ボイラー 

第 1 種圧力容器（貯湯槽、熱交換器等） 

第 2 種圧力容器（ボンベ等） 

性能検査 

定期自主検査 

労働安全衛生法 

ボイラー及び圧力容器安全規則 

エレベーター 性能検査 

定期自主検査 

労働安全衛生法 

クレーン等安全規則 

自家用電気工作物 経済産業大臣に届出済みの保安規定に

基づき定期点検を実施 

電気事業法 

第 1 種製造者となる冷凍機 保安検査 

定期自主検査 

高圧ガス保安法 

冷凍保安規則 

第一種特定製品 

（業務用冷凍空調機器） 

簡易点検 

定期点検 

フロン排出抑制法 

簡易専用水道 

（受水槽の有効容量が 10㎥を超えるもの） 

水槽の掃除 

水質検査 

水道法 

特定建築物 

（3,000 ㎡以上の事務所等） 

飲料用貯水槽掃除 

水質検査 

遊離残留塩素の検査 

排水設備掃除 

定期掃除 

ネズミ、昆虫等防除 

空気環境測定 

ビル管理法 

同法施行規則 

事務所 作業環境測定 

機械換気設備点検 

照明設備定期点検 

定期掃除 

ネズミ、昆虫等防除 

労働安全衛生法 

事務所衛生基準規則 

ばい煙発生施設 ばい煙量、ばい煙濃度測定 大気汚染防止法 

同法施行規則 

特定施設 

（処理対象人員が 500 人を超えるし尿処理施

設等を有する排水量 50㎥／日以上の事業所） 

排出水汚染状態測定 水質汚濁防止法 

同法施行規則 

浄化槽 保守点検 

清掃 

水質検査 

浄化槽法 

同法施行規則 

特殊建築物及び 5 階建以上で 1,000 ㎡以上

の事務所等の建築物（ただし、昇降機について

は全て） 

特殊建築物等の定期点検 

昇降機の定期点検 

建築設備の定期点検 

建築基準法 

同法施行規則 

 

図表 3-4-12 主な法定点検 
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エ 自主点検調査 

自主点検調査は、法定点検項目を補完することを目的に実施します。 

施設管理者と営繕担当部局が相互に協力しながら修繕等の緊急性や支障度合などについて

確認し、効率的、効果的な修繕予算の組み立てに反映して、公共施設の安全性の確保と機能維

持を図ります。 

 

（2）維持管理・修繕・更新等に関する業務 

公共建築物の維持管理・修繕に当たっては予防保全に努め、劣化や機能低下を防ぎ、良好で安

全な状態を保ちつつ、長寿命化を図ることで費用の縮減を図ります。また、施設更新に当たって

は、施設評価（「第 3 章 3．（2）施設評価による各施設の方針決定」参照）により計画的に進

めることで、保全措置の集中的増大を避けるなど、長期的な視点で財政負担の軽減と平準化に努

めます。 

 

ア 維持管理の実施方針 

「公共建築物維持管理マニュアル」などに基づき、建物・設備の点検や清掃、補修を行うこ

とで、施設を維持管理し、建築物等の性能や機能を良好な状態に保ちます。 

 

イ 修繕・更新の実施方針 

公共建築物の保全では、これまで事後保全を中心に行ってきましたが、耐用年数や劣化度の

把握が不十分であったため、計画的に保全できていない状況でした。 

しかし、施設を長期にわたって有効活用するためには、基本性能を最適な状態に維持する必

要があります。そのため、建築部位や設備などを適切かつ計画的に保全していくことが必要で

す。 

今後は予防保全に取り組むことで、不測の事故を未然に防止しながら、経年劣化対策と求め

られる施設性能を確保して施設寿命を延ばします。 

 

ウ 施設保全の役割概念 

    施設保全の取組について、図表 3-4-13 にその役割概念図を示します。なお、学校施設に

ついては「堺市学校施設整備計画」に、市営住宅については「堺市営住宅長寿命化計画」に、

それぞれ基づいて取り組みます。 
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（3）安全確保に関する業務 

公共建築物の安全確保では、利用者等への危険を未然に防ぎ、施設にとって重要な障害を及ぼ

すなどの多大なリスクの発生を事前に予防することが重要です。 

点検・診断等（「第 3 章 4．（1）点検・診断等に関する業務」参照）により、劣化や危険性

が認められた施設については、すみやかに修繕等を検討します。さらに、高度の危険性が認めら

れた施設や、劣化して今後とも利用見込みのない施設については、防護柵を設置するといった立

入禁止措置などを行って安全の確保に十分に配慮したうえで、除却等の対策を講じます。 

 

（4）耐震化に関する業務 

本市では、大規模地震災害による被害を抑止・軽減するため「堺市住宅・建築物耐震改修促進

計画」により、建築物の耐震化促進に努めています。 

特に、不特定多数の人が利用する公共建築物の多くは、災害時に避難所や応急活動の拠点とし

て活用される場所です。このため、平常時の利用者の安全確保だけでなく、災害時における機能

確保の観点からも、その耐久性が求められます。 

公共建築物の耐震化を促進するために、新耐震基準前に建築された建物について、「堺市住

宅・建築物耐震改修促進計画」に基づき、計画的に耐震診断及び耐震改修を実施しており、今

後も継続して耐震化を図っていきます。 

  

 

図表 3-4-13 施設保全の役割概念図 
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（5）長寿命化に関する業務 

各施設において、点検を行い、適宜に保守・修繕・更新に効率的に取り組むことで初期の機

能・性能を確保・回復し、公共建築物を健全な状態に保ちます。そのうえで施設の目標耐用年

数を設定し、計画的に予防保全に取り組むことで、建物に求められる性能レベル（要求性能レ

ベル）にも対応しながら長寿命化を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-4-14 は、建物のライフサイクルにおける経過年数と建物の性能の関係を示したもの

です。 

建物は経過年数に応じて老朽化が進み、機能や性能のレベルが低下していきます。これに対応

し、新築当初（初期性能）又は支障のない程度まで建物の性能レベルを保つため、定期的に点検、

保守、修繕工事等を行う必要があります。 

一方、建物の要求性能レベルは年数が経過するにつれ高くなっていくため、この要求性能レベ

ルにも対応した改修をすることが望まれます。 

長寿命化の推進に当たっては、このような建物のライフサイクルを踏まえ、目標とする耐用年

数に適した計画的な施設の保全に取り組んでいきます。 

要求性能レベル

許容レベル

改修

修繕

初期性能レベル

建
物
の
性
能
レ
ベ
ル

経過年数

建物の

性能劣化

支障のない

程度まで回復

修繕

新築

当初のレベル

まで回復

当初よりもレベル向上

■耐震化工事の例 

図表 3-4-14 長寿命化における経過年数と機能・性能 

※ 要求性能レベル向上の例 

 ・耐震性能（耐震化工事等） 

 ・防災安全性能（耐火、遮炎、避難安全等） 

 ・福祉性能（バリアフリー化、公共サイン等） 

 ・環境性能（省エネ、低炭素化等）      など 
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ア 公共建築物の目標耐用年数 

本市の公共建築物は、これまで建築後 40～45 年で建替えを行ってきました。これまで述

べてきたとおり、今後、長寿命化を図るためには、計画的に予防保全に取り組むことが必要で

あるため、構造躯体の耐久性などを考慮して、以下のとおり施設用途（「第 2 章 1．公共建築

物の現状」の用途分類参照）ごとに目標耐用年数を設定します。 

 

・ 学校施設の目標耐用年数は、文部科学省「学校施設老朽化対策ビジョン」と「建築物の耐

久計画に関する考え方」の鉄筋コンクリート造学校の目標耐用年数を参考に考察して、概

ね 70～80 年とします。 

・ 市営住宅の目標耐用年数は、「公営住宅法」に規定する耐火構造の住宅の耐用年限を参考

に考察して、概ね 70 年とします。 

・ その他用途の施設の目標耐用年数は、「建築工事標準仕様書」の構造躯体の耐久性と「建

築物の耐久計画に関する考え方」の普通品質の構造躯体の目標耐用年数を参考に考察し

て、概ね 60 年とします。 

ただし、利用度や重要度により個別設定することも可能とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

学校施設 

・文部科学省「学校施設老朽化対策ビジョン」の学校の長寿命化において、コン

クリート及び鉄筋が適切に維持管理され強度が確保される場合の学校施設の物

理的な耐用年数は 70～80 年程度と記述 

・「建築物の耐久計画に関する考え方」（日本建築学会）において、鉄筋コンクリ

ート造学校の普通品質で50～80年、高品質で80～120年と規定 

市営住宅 ・「公営住宅法」において、耐火構造の住宅の耐用年限を 70 年と規定 

その他用途 

・「建築工事標準仕様書」（JASS5 鉄筋コンクリート工事・日本建築学会）の構造

躯体の耐久性において、耐久設計基準強度（24N／ｍ㎡）のコンクリートで、

計画供用期間を 65 年と規定 

・「建築物の耐久計画に関する考え方」（日本建築学会）において、普通品質の鉄

筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄骨造の場合で、目標耐用年数

を 60 年と規定 

図表 3-4-15 構造躯体の耐久性に関する参考仕様書 



48 

  

② 劣化改修 

劣化した躯体や設備を改善するための改修 

① 創造的改修 

新たな学習空間の創出や学習環境の向上につなげる改修 

③ 機能的改修 

これから求められる機能を充足するための改修 

イ 学校施設における取組 

現在、学校施設の整備にあたっては、文部科学省が策定した「学校施設整備指針」を参考に、各

学校の実情や課題等を適切に把握して整備を進めています。 

今後、省エネルギー化、バリアフリー・ユニバーサルデザインなどへの対応をはじめ、高機能

かつ多機能で変化に対応し得る弾力的な施設環境のさらなる整備が求められています。それらを

踏まえ、改修等の整備水準を設定しました。 

 

（1）改修等の整備水準 

「学校施設整備指針」を参考に、各学校の実情や課題等を考慮しながら整備を進めます。

改修にあたっては、既存施設を長期間使用するに耐え得る改修が必要となり、現在求められ

ている学習環境を向上するための改修のほかに、劣化した躯体や設備の改善、機能面を向上

する必要があります。 

このことから以下の3つの視点を柱として、これらを複合的に組み合わせて改修します。 

 

 

 

 

・今後必要となる学習空間のつながりや新たな学習空間としてどのような諸室が必要にな

るかを検討し、時代に沿った教室の整備を行います。 

・ICT 整備や多様な学習内容や学習形態に有効活用できる教室配置などを行います。 

   

 

 

・ 躯体のひび割れ対策 

・ 躯体の中性化対策 

・ 外壁、屋上の老朽化対策（アスベスト対策を含む） 

・ 設備の老朽化対策：配線、配管の老朽化対策、改修時のスペース確保、照明器具の更新 

  

 

 

  ・ 高断熱化：躯体の断熱化 ガラスの断熱化 

  ・ 内装の改修、サッシ改修（外部、入側間仕切り） 

  ・ トイレ改修：改修時にスペースの確保 床面の仕上げ 衛生器具、設備機器関係 

  ・ 空調、換気設備関係 

 ・ 防災機能強化 
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（2）学校施設の維持管理 

各学校施設の維持管理を効率的・効果的に実施するために、改修する項目、改修周期及び

項目に対する基本的な考え方を示します。改修周期については、本市においての改修実績や

劣化状況等を検討のうえ計画します（図表3-4-16）。 

 

 

     改修周期 

項目 
20～25年 40～50年 60～70年 

外壁改修 ○ ◎※1 ○ 

屋上防水改修 △ ○ △ 

内部改修 ― ○ ― 

受変電設備改修 △ ◎※2 △ 

給排水設備改修 △ ◎ △ 

空調設備改修 ○ ○ ○ 

 

凡例 

   

◎：抜本的な改修    

○：改修    

△：現状を把握し、修繕的・部分的な補修 

―：改修計画なし   

※1：躯体コンクリートの中性化対策などの大規模な改修・修繕 

※2：キュービクルの新設、幹線取替えなどの改修 

 

  

図表 3-4-16 改修周期の目安 
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ウ 市営住宅における取組 

   市営住宅においては、「既存ストックの有効活用と良好な地域コミュニティの形成」を基本

理念として「堺市営住宅長寿命化計画」を策定し、長寿命化に取り組んでいます。 

主な取組内容は次のとおりです。 

 

  （ア）市営住宅長寿命化に関する基本方針 

「堺市営住宅長寿命化計画」における長寿命化に関する基本方針について、図表 3-4-

17 に示します。 

 

      

①  状態把握及び日常的な維持管理の方針 

・ 維持管理を行う市営住宅の整備・管理データを住棟単位で整理します。 

・ 市営住宅の定期点検を実施し、適切な維持管理を行います。 

・ 市営住宅の住棟単位の修繕履歴データを整備し、随時、履歴を確認できる仕

組みを整理します。 

②  長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

・ 維持管理においては、これまでは事後保全を主としてきましたが、今後は予

防保全及び耐久性の向上を図る改善を実施します。 

・ 仕様のグレードアップ等による耐久性の向上、予防保全の実践による修繕

周期の延長などによってライフサイクルコストの縮減を図ります。 

・ 定期点検を充実させ、建物の老朽化や劣化による事故等を未然に防ぎ、適切

な時期に適切な修繕や改善を実施します。 

 

（イ）市営住宅長寿命化のための維持管理計画 

日常的な保守点検に基づく補修のほか、項目（部位・部材）の修繕周期を目安に適正な

時期に修繕等を行うことで、居住性、安全性等の維持・向上を図り、市営住宅を長期的に

活用していきます。 

 

 

項目 修繕周期 備考 

外壁 概ね 25 年 改修事業の効率性を考慮し、基本的に各

棟の外壁改修と同時に屋上・屋根の改修

を行うものとします。 
屋上・屋根 概ね 25 年 

給・排水管 

ガス管 
概ね 25 年 

室内に配置された管で改修困難なもの

については、長寿命化型改善以外の個別

改善で対応するものとします。 

 

  

図表 3-4-18 「堺市営住宅長寿命化計画」における長寿命化の考え方 

図表 3-4-17 「堺市営住宅長寿命化計画」における長寿命化に関する基本方針 
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エ その他用途における取組 

各公共施設を長寿命化するうえで、施設の耐久性や機能性に関連する重要な部位・部材を

「建築」「電気設備」「機械設備」の中で特定して、「建築物のライフサイクルコスト」（国土交

通省大臣官房官庁営繕部監修）を参考に更新の周期を設定しています（図表 3-4-19 参照）。 

この更新周期を目安として、予防保全が望ましい部位・部材や事後保全でも支障がない部

位・部材なども検討・勘案しながら取り組みます。そのうえで、「保全マネジメントシステム

（BIMMS）」を活用して、計画的に長寿命化を図ります。 

 

 

区分 項目 更新周期 

建築 

屋根 25～40 年 

外壁（タイル仕上） 

外壁（塗材仕上、シーリング） 

概ね 50 年 

概ね 20 年 

電気設備 

受変電設備 25～30 年 

自家発電設備 25～30 年 

中央監視装置 概ね 20 年 

通信・情報設備 10～25 年 

機械設備 

空調設備 15～30 年 

換気・排煙設備 30～40 年 

給排水設備 15～30 年 

防災設備 30～40 年 

昇降機設備 概ね 30 年 

    ※ 更新周期に幅があるのは、項目の部位・部材によって標準的な更新年数に差があるため 

 

  

図表 3-4-19 更新周期の目安 
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（6）光熱費削減に関する業務 

省エネ・節電に係る取組は、公共建築物の光熱費削減に寄与するものです。各施設において取

組体制を構築し、各施設・設備の稼働状況やエネルギー使用状況を把握して運用改善を図りま

す。また、高効率設備への更新、施設の利用実態にあった設備の更新等、省エネ・節電に資する

設備更新を積極的に実施します。 

省エネ・節電による光熱費削減に向けた取組の概念図は図表 3-4-20 のとおりです。以下に

具体的な取組内容を記述します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 省エネ監査 

施設や設備の運用改善、予防保全型の設備更新を図るには、日常的に施設や設備の稼働状況

を把握する管理体制の構築やエネルギー使用量の見える化が必要です。 

省エネ監査では、各施設の施設管理責任者、施設管理担当者、指定管理者、設備運転管理委

託業者が話し合う場を設け、各施設における管理体制や設備の運転管理状況を確認しながら、

省エネ・節電に関する新たな気付きや取組を提案することによって、より効果的な光熱費の削

減につなげます。 

 

イ 省エネ診断 

   省エネ診断は、各施設におけるエネルギー使用状況等を調査・分析し、省エネ・節電につな

がる設備の運用改善、さらに、老朽化した設備の更新手法について、更新によりもたらされる

省エネ効果や、光熱費、保守メンテナンス費等の削減効果を含めた提案を、外部の専門家等か

ら受けるものです。 

公共施設の省エネ診断については、省エネ・節電に向けて継続的に運用改善を図っていくた

めに、エネルギー使用量が一定以上の施設について、定期的に受診することとします。加えて、

効果的な設備更新を図るため、設備更新の際にも省エネ診断を受診することとします。 

 

ウ 設備更新 

   設備更新時には、高効率設備の導入や施設の運用状況にあった設備の更新等を行います。

特に、稼働時間が長い照明設備の LED 化や、空調や照明を区画ごとに制御・細分化すること

で、エネルギーの使用の合理化を図ります。 

   なお、施設を改修する際には、「堺市公共施設低炭素化指針」に基づき、より効率の高い設

備に更新するなど、ライフサイクルコスト及び温室効果ガス排出量の削減に努めます。 

光
熱
費
削
減 

ア 省エネ監査 

イ 省エネ診断 

施設・設備の運用改善 

ウ 設備更新 

図表 3-4-20 光熱費削減に向けた取組 

施設・設備の稼働状
況やエネルギーの使
用状況の把握 

省エネ・節電に係る 

管理体制の構築 
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   空調熱源設備の更新については、ESCO 事業の活用を検討し、民間の資金やノウハウを活

用してライフサイクルコストのさらなる低減を図り、ZEB の達成も視野に入れて検討を行い

ます。本市の実績では、ESCO 事業を活用することで 25％程度の光熱水費削減が見込まれ

ます。 

 

 

 

  

※ 本市で実績のある北区役所・東区役所におけるESCO事業提案内容から作成

公共工事の場合 ESCOの場合

光熱水費

光熱水費

光熱水費削減
＋

国庫補助金の活用

事業者のノウハウで
省エネ効果の高い
改修工事を実施

設備改修・
維持管理費

ESCO
サービス料

補　助　金

図表 3-4-21 ESCO 事業による効果 
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第 4 章 インフラ資産の管理に関する基本的な考え方 

 

1．インフラ資産にかかる基本的な考え方 

（1）インフラ資産を取り巻く背景 

  本市で管理するインフラ資産は、高度経済成長期や泉北ニュータウン開発時に短期間で集中

的に整備されたものが多く、建設から相当年数が経過していることから、老朽化が急速に進行

することが危惧されています。老朽化したインフラ資産を放置すると、利用者の安全性を確保

することが困難となり、道路施設の倒壊等による通行止めや通行規制に伴う道路交通ネットワ

ークの寸断、ライフラインの断絶など、社会的・経済的な損失を招く危機的な状況が想定されま

す。 

このような事態を回避し、また、南海トラフ地震やそれに伴う津波、上町断層地震帯による大

規模地震に備えるため、インフラ資産について、限りある財源及び人的資源を有効に活用した効

率的・効果的な維持管理を行って、その機能を適切に発揮できるようにすることが求められてい

ます。 

道路舗装、道路構造物、公園施設などについては、点検結果に基づく計画的な補修・更新を行

うこととし、橋りょうの耐震化をはじめ、緊急交通路（災害時に迅速に緊急輸送活動や応急活動

を行うための路線）となる都市計画道路や避難地等として機能を担う公園の整備、改修を進めま

す。 

 

（2）インフラ資産の維持管理・更新に関する考え方 

構造や施設の特性などが異なるインフラ資産について、横断的な観点から、維持管理や更新

を行う上での 6 つの基本的な考え方は次のとおりです。 

 

① 予防保全の維持管理 

維持管理の手法においては、損傷が小さいうちに補修を行う「予防保全」の考え方を取

り入れ、計画的に取り組むことで、将来にわたる維持管理等に係る更新費用（ライフサイ

クルコスト）の縮減を図ります。 

② データベース化 

各インフラ資産の建設当初の状態、経年劣化や補修の状況、最新の点検結果などの情報

を共有し、データベース化して、効率的・効果的な維持管理に努めます。 

③ 技術力向上 

職員間の技術継承や水平展開を図りつつ、各種研修への積極的な参加やインフラ技術に

関する資格取得を促すことで、一定の技術力を持った人材の確保・育成に取り組みます。 

④ 環境面への配慮 

前述した予防保全を推進することで、維持管理に係る工事規模を縮小し、工事で発生す

る化石燃料の消費削減につなげ、温室効果ガス排出量を抑制します。また、「堺市公共施設

低炭素化指針」や「第 3 章 4．（6）光熱費削減に関する業務」を参考に、道路や公園な
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どの照明灯について、準用が可能な範囲で LED 照明などの適用を検討していくなど、環

境モデル都市として環境への負荷を最小限に抑える取組に努めます。 

⑤ 先端技術等の導入 

無人飛行体（ドローン）などのロボット技術の活用や、非破壊検査等の新技術、補修・補

強の新材料などを積極的に維持管理サイクルに取り入れ、安全性の向上やコスト縮減をめ

ざします。老朽化する都市インフラの維持管理や更新、中長期的な担い手不足などに対応す

るため、ICT などの新技術や民間技術力を活用することも検討します。 

⑥ 資産活用 

  施設のネーミングライツなどによる収入確保や、アドプト制度、PPP／PFI 事業等民間

の活力や資金、ノウハウの導入を進めていきます。 

 

以上、①から⑥までの 6 つの考え方を基本に各施設の特性等を踏まえ取り組むこととしま

す。なお、本市で管理するインフラ資産は、整備時期、施設の特性、維持管理・更新等に係る

取組状況が施設ごとに異なるなど、管理形態に大きな差異があることから、本章では、インフ

ラ資産の施設ごとに、その取組内容を記載します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．道路・橋りょう 

（1）基本方針 

道路施設の維持管理を計画的に進め、道路交通ネットワーク機能を良好な状態で維持し、ラ

イフサイクルコストの縮減と維持管理費の平準化を図ります。 

維持管理に当たっては、道路舗装や橋りょう等、全ての道路施設について、防災や安全性等

の観点からの重要度、施設の規模等の社会的影響と、施設の健全性を総合的に考慮しながら、

優先順位を決めて計画的に取り組んでいきます。 

 

（2）道路、橋りょうの維持・管理の実施方針 

  ア 実施方針について 

道路は、損傷・崩壊が生じると通行止めなど社会的に多大な影響を与える橋りょうやトン

ネルなどの施設から、側溝やガードレールなどの附属物まで、数多くの施設で構成されてい

ます。これらの施設は高度経済成長期に集中的に整備されたものが多く、今後、老朽化によ

■本市のインフラ資産
（例） 

配水池 橋りょう トンネル 
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る施設の損傷・倒壊や、それに伴う通行規制・通行止め、人命に関わる事故の発生などが懸

念されています。そのため、安全で安心な道路交通ネットワークを維持し続けるために、適

切な点検、修繕などの維持管理が非常に重要です。 

前述のとおり、道路は社会的に多大な影響を与える施設から附属物まで数多くの施設で構

成されており、施設によって維持管理等の着目点が異なるため、全ての施設の維持管理を同

レベルで実施することは人的資源や財源の不足も懸念されるなど非効率と考えられます。 

そのため、維持管理に当たっては、防災や安全性等の観点からの施設の重要度、施設の規

模等により、図表 4-2-1 のとおり「予防保全を図る施設」と「事後保全とする施設」に区

分して、更新に要する費用などを総合的に考慮し、優先順位を決めて計画的に進めます。 

予防保全を講じることで、工事規模等を縮小し、工事で発生する化石燃料の消費削減にも

つなげ、道路照明灯をＬＥＤ照明に随時交換するなど、環境にも配慮した取組を進めます。 

また、道路空地や都市計画道路予定地等の活用、ネーミングライツの導入など、民間参入

の可能性の検討を進め、維持管理費の財源確保に努め、アドプト制度の奨励や企業、住民と

タイアップした清掃活動の活性化等、市民や企業との協働にも取り組みます。 

 

 

 

予防保全を図る施設（重要かつ大型の施設） 事後保全とする施設（小規模、附属物） 

〇橋りょう（以下のいずれかに該当するもの） 

・防災上重要な路線にかかるもの、又は跨るもの 

・二次災害の危険性が高いもの 

・橋長 15m 以上 

〇トンネル 

〇大型カルバート（立体交差する地下道など） 

〇横断歩道橋 

〇大型の道路標識（以下に該当するもの） 

・支柱、はりを有するもの 

・道路を跨ぐもの 

・横断歩道橋等に添架されているもの 

〇舗装（幹線道路等） 

〇擁壁（橋りょうや地下道等に接続する大型のもの） 

〇橋りょう（左記以外の橋長 15m 未満のもの） 

〇ガードレール 

〇側溝 

〇道路照明灯 

〇小型の道路標識 

〇舗装（交通量の少ない市道、生活道路） 

 

 

 

道路施設の維持管理においては、図表 4-2-2 のサイクルを順守し、計画的な点検や、健

全度の把握、適切な修繕・更新などを実施して、安全で安心な道路交通ネットワークを確保

します。 

また、点検や診断結果については、堺市橋りょう維持管理支援システム等への更新や登録

を行い、更なるデータベース化を進め、優先的に長寿命化する箇所や修繕箇所の判定等に活

用します。 

図表 4-2-1 道路施設の維持管理の区分 
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イ 予防保全の考え方 

道路施設のうち、主要路線や橋りょうについては、本市の道路施設の個別施設計画である

「道路維持管理計画」や「堺市の橋の長寿命化修繕計画」を策定済みであり、引き続き、同

計画に基づき計画的に維持管理を行うことによって、道路交通ネットワーク機能の長寿命化

に取り組み、更新費用の縮減と平準化を図ります。 

また、横断歩道橋や地下道など、その他の道路施設、とりわけ、高度経済成長期や泉北ニュ

ータウン開発時に集中的に整備された区域の道路舗装については、順次、老朽化等の点検・調

査を実施し、更新費用の平準化と総費用の抑制に努めます。 

取組に当たっては、個別に維持管理計画を策定するなど、各道路施設の特性に応じて管理

手法の見直しを図り、現状の道路施設の中でも、必要でないものは廃止・撤去を検討しま

す。 

  

図表 4-2-2 維持管理のサイクル 
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（ア）道路（主要路線の舗装） 

（更新時期の考え方） 

① 令和 2 年度に実施した路面性状調査の結果に基づき路面の状態を数値化 

② 路面の状態を示す指数である MCI（路面のひびわれ、わだち掘れ、平坦性から算出）

の値を 3.0 以上かつ平均値 5.0 以上に保つ 

 

上記②の値を下回った路線について、既存の舗装表面を削り再度舗装を行う「切削オーバ

ーレイ」工法により、計画的に舗装補修を行います。 

 

（イ）橋りょう 

（更新時期の考え方） 

① 定期点検の結果に基づき健全度の低いものを対象に実施することを基本とする。 

② それぞれの橋りょうの架設環境などによって、その橋りょうの位置づけが異なるため、

健全性と重要性に関わる指標を用いた優先度評価を実施することを基本とする。 

 

上記の優先度評価の考え方を明確化し、計画的に補修を実施します。 

橋の維持管理費用

良

橋
の
健
全
度

悪
◎は、補修を示す

経過年数

橋の劣化曲線

高

橋
の
維
持
管
理
費

安

経過年数

損傷がひどくなる前に

補修するシナリオ

健全性が悪くなる前に補修し、

橋を良好な状態に保つ

損傷がひどくなってから

補修するシナリオ

健全性が悪くなってから

補修するため、

利用者への危険性が高まる

縮減

効果

損傷がひどくなってから

補修するシナリオ

橋の損傷がひどいため、

一度の補修に費用がかかる

損傷がひどくなる前に

補修するシナリオ

橋の損傷がひどくなる前なので、

一度の補修にかかる費用は安い

図表 4-2-3 橋りょうを例としたライフサイクルコスト縮減の考え方 
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  ウ 点検・診断について 

（ア）日常点検 

路面の段差や排水装置の土砂詰まりを原因とした水たまりは、交通事故の原因になりま

す。また、橋りょうの路面上に溜まった水は、桁下まで漏れ出し、橋りょうの損傷の進行

を早める危険性があります。 

このため、道路利用者の安全確保と、道路施設の損傷の早期発見を目的として、定期的

にパトロールを行います。パトロールでは、路面上のひび割れや段差、橋りょうの路面端

部に設置される伸縮装置のゆがみや段差、ガードレール、側溝等の附属物や小構造物の損

傷などを確認し、それらの損傷度合いに応じて、応急措置や対策工事を実施します。 

 

（イ）定期点検 

橋りょう、トンネル、地下道など、防災や安全性等の観点から重要な施設の点検は、橋

りょう等の点検を適正に行うために必要な知識及び技能を有する者が行うこととし、5 年

に 1 回の頻度で行うことを基本とします。また、その方法は、近接目視及び打音検査によ

ることを原則とし、必要に応じて非破壊検査を行います。ただし、対象施設の点検時期に

工事等を実施している場合は、工事等の完了後に点検を行います。 

今後、足場を用いて目視点検を実施するなど非効率な個所への無人飛行体の活用や、コ

ンクリートの状態を定量的に検出できるレーザー法の活用など、先端技術の導入について

も検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）診断 

定期点検では、道路施設の健全性について、構造物の機能に支障が生じていない状態で

あるかを診断します。診断については、図 4-2-4 のとおり健全性を 4 段階で区分し、そ

の結果を今後の計画的な維持管理や修繕に反映させます。 

 

  

日常点検（パトロール） トンネル点検 橋りょう点検 

■道路施設の点検 
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Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態 

Ⅱ 予防保全段階 
構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の

観点から措置を講ずることが望ましい状態 

Ⅲ 早期措置段階 
構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に

措置を講ずべき状態 

Ⅳ 緊急措置段階 
構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能

性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態 

 

エ 修繕・更新について 

施設の修繕・更新は、点検や診断の結果に基づき、防災や安全性等の観点からの施設の重

要度、修繕・更新に要する費用などを考慮し、優先順位を決定して、計画的に実施します。 

なお、道路施設のうち、橋りょうの修繕・更新については、橋りょうごとに個別計画を策

定し、本市独自の「堺市橋りょう維持管理支援システム」などを用いて、点検・計画・工事

のメンテナンスサイクルを確立します。また、個別計画については随時見直し、更新を行っ

て精度の向上を図ります。 

 

オ 長寿命化の方針 

道路施設のうち、橋りょう、トンネル、地下道などは施設の規模が大きく、壊れたら作り直

すという事後保全型の維持管理では、工事において長期間にわたる通行止めが生じるほか、莫

大な建設費用が必要となり、社会的、経済的損失が大きくなります。そのため、定期的に施設

の点検、診断を行い、損傷が大きくなる前に修繕を行うことで、施設の長寿命化を図ります。 

前述の「（2）ア 実施方針について」において、図表 4-2-1 で示した「予防保全を図る施

設」に区分された施設のうち、次に示す事項を考慮して長寿命化を実施する施設を決定しま

す。 

・幹線道路、緊急輸送道路に指定されている路線、鉄道を横断する。 

・事後保全とした場合、長期の通行止めや車線規制等が生じ、都市機能の阻害につながる  

など社会的に影響が大きい。 

・更新にかかる費用が高額となる。 

 

カ 耐震化の方針 

市民の生命と財産を守るため、南海トラフ巨大地震等の大規模災害時に円滑な復旧活動に

必要な「命の道」となる道路施設の耐震化は大変重要です。このため、緊急交通路・津波避

難路等に架かる又は跨ぐ橋りょうや横断歩道橋の耐震化を進め、災害に強い道路交通ネット

ワークを確保します。 

 

  

図表 4-2-4 健全性の 4 段階区分 
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※1 橋りょうの補修は、完了するものではなく、定期的に実施する必要がある。 

※2 2021～2025 年度の累計 

 

（3）道路、橋りょうの安全確保の実施方針 

橋りょう等道路施設については、震災や老朽化などにより道路利用者や沿道住民の生命・財

産に被害が及ぶ危険性を未然に防ぐ必要があります。そのため、「（2）ウ 点検・診断につい

て」で述べたように、日常的な点検パトロールに加え、専門業者による点検を定期的に行い、

適切な措置を施すことによって、安全性を確保します。なお、老朽化が著しく安全性が確保で

きない場合には、通行規制や通行止めなどの措置を講ずることとします。 

 

（4）道路、橋りょうの統合・廃止の推進方針 

本市で管理する道路施設の多くは、建設から相当年数が経過しており、これら全てを維持し

ていくためには多大な費用が必要です。また、人口減少・高齢化の進展や人口構造の変化等に

より、市民ニーズ等が変化してきています。例えば、小中学校の統廃合などにより、通学路と

なっている横断歩道橋の利用頻度が少なくなるなど、道路施設に求められる役割や必要性が変

化してきています。 

このような現状を踏まえ、道路施設としての必要性が低下したものや、事業未着手の都市計

画道路等については、安心安全な道路交通ネットワークを確保しつつ、統合・廃止による影響

等を総合的に勘案し、その必要性を検討していきます。 

 

  

指標名 
現状値 

（2019 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

緊急交通路等における橋りょう

の耐震化率 
70.0％ 97.0％ 

補修が完了した橋りょう数 
― 

※1 

80 橋 

※2 

■橋りょうの耐震化 

桁かかり長の拡幅 落橋防止装置 橋脚の補強 

図表 4-2-5 関連する「堺市基本計画 2025」の KPI 
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（5）道路、橋りょうの総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

安全で安心な道路交通ネットワークを確保しつつ、維持管理等に係る更新費用の縮減並びに

平準化を図るためには、既存の「堺市の橋の長寿命化修繕計画」などに基づき、道路施設の老朽

化対策を計画的に進める必要があります。 

また、道路施設の補修や点検については、最新基準への適応など、維持管理においても高い専

門性が求められるインフラ資産の一つです。そのため、各専門機関が開催する研修への参加や有

用な資格取得を促進し、専門技術者を育成して、施設管理者の技術力の底上げを図ります。 

 

3．公園 

（1）基本方針 

都市公園における公園施設の維持管理については、子どもをはじめ公園利用者の安全確保が

最優先であり、より厳密に施設の機能保全を図っていくことが求められます。 

しかし、公園施設は他の公共施設とは異なり、その規模・構造・形状が多種多様であり、画一

的な取扱いが困難です。そのため、極力、対象施設を絞り、効率的な健全度調査・判定を行い、

公園利用者への影響が最小限になるように考慮した施設更新等を進め、維持管理費の平準化と

ライフサイクルコストの縮減を図ります。 

また、公園施設の規模や立地条件、周辺環境、地域の特性などを考慮し、公園の価値をより高

めるための新たな利活用方法についても検討を進めます。 

 

（2）点検・診断等の実施方針 

公園施設の状況を把握するため、点検・診断等を実施し、優先的に修繕等をすべき箇所の判定

等に活用します。 

点検・診断等の頻度と体制は次のとおりとし、公園施設の劣化や損傷の早期発見に努めます。 

また、点検・診断に基づき、必要な対策を必要な時期に、着実かつ効率的・効果的に実施し、

これらの取組を通じて得られた施設の状態や対策履歴等の情報を記録し、次期点検・診断等に活

用する PDCA に沿ったメンテナンスサイクルを構築します。 

 

ア 日常点検 

公園施設の供用開始からの経過期間や、施設の規模、市民の利用状況等を考慮しながら、日

常点検を適宜、実施します。点検により部材の劣化や損傷が確認された場合は、その場で、補

修や一時使用禁止などの対応処置を行います。 

イ 定期点検 

職員による定期点検を、年 4 回の頻度で計画的に実施します。目視や触診等により、公園

施設の劣化・損傷等を把握・評価し、補修等の対策方法を判定します。 

ウ 精密点検 

遊具等の公園施設のうち、維持管理において高い専門性が必要な施設については、委託によ

り専門技術者が点検を実施し、補修の必要性や劣化・損傷状態をより詳細に調査します。 
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（3）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

公園施設の維持管理手法としては、規模が小さく損傷による公園利用者への影響が小さい施

設は事後保全型で管理し、損傷により公園利用者に多大な影響を与えるような土木構造物や建

築物などについては予防保全型の管理を行います。なお、遊具については、公園利用者の事故防

止を最優先とし、安全確保に必要となる措置を最優先とした予防保全型の管理を行います。 

 

 

予防保全型管理 

公園施設の維持保全（清掃・保守・修繕等）や定期的な点検を行い、劣

化や損傷を未然に防止する。施設の劣化状況を把握しながら必要とな

る計画的な補修や更新を行う。 

事後保全型管理 

公園施設の維持保全（清掃・保守・修繕等）や定期的な点検を行い、求

められる機能が確保できないと判断された段階で施設の撤去や更新を

行うもの。 

 

公園施設の更新時には、利用に関する地域ニーズなどへの対応も併せて検討します。遊具の更

新を行う際には、耐用年数が長い材料や構造への変更を行い、遊具を安全に利用できるスペース

を確保するために、必要に応じて遊具の設置数の見直しを図ります。 

また、公園内の照明灯を LED 照明に随時交換するなど、環境にも配慮した取組を進め、国や

他都市の状況も見ながら、新たな材料や新技術の導入等の可能性についても検討します。 

 

（4）安全確保の実施方針 

定期点検などを実施することにより、施設の安全確保を図ります。特に、遊具の構造や施工等

に起因する危険性を判定し、順次、補修や更新等に努めます。また、公園施設の異常が発見され

た場合には、補修等が完了するまでの間の使用を禁止して事故等の防止を図ります。 

 

（5）耐震化の実施方針 

公園施設のうち、緑道の公園橋は、園路の一部であり、かつ、駅・学校・医療機関・商業施設・

住宅を結ぶ動線を担う機能を有する施設です。この機能が、地震等の大規模災害時にも確保され

るように、耐震化を図ります。なお、公園橋の架け替えには多額の費用を必要とすることから、

 精密点検 

■遊具の点検 

定期点検 

図表 4-3-1 予防保全型管理と事後保全型管理 
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耐震化の実施に当たっては、予防保全による長寿命化も併せて行っていきます。 

 

（6）長寿命化の実施方針 

公園施設は、施設の規模や立地条件、周辺環境、地域の特性やニーズなど公園施設の重要度

がそれぞれ異なることから、それぞれの公園施設に応じた対策の優先順位を設定し、計画的な

公園施設の維持保全・補修・更新を行うことで、公園施設の劣化や老朽化に伴う事故を未然に

防ぎ、公園利用者の安全を確保していきます。 

 

（7）統合・廃止の推進方針 

供用開始してから 30 年以上経過する公園は約 61％にのぼっており、今後 10 年間でその割

合は約 77％に拡大する見通しで、遊具を含めて公園施設の老朽化が急速に進んでいます。また、

将来的な人口減少・高齢化に伴い、公園施設の利用者の減少や、利用形態の変化への対応が求め

られています。 

そのため、地域の状況やニーズに応じて、公園施設の機能の再編を検討していきます。 

また、事業未着手の都市計画公園については、その必要性や実現性の視点等を総合的に勘案

し、将来にわたる維持管理費の抑制にもつながるよう取り組みます。 

 

（8）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

公園施設の安全性や機能が失われないように、持続可能な維持管理をしていくため、人材育成

及び確保、職員の技術力の向上と蓄積された技術の継承ができる仕組みの構築を進めます。 

 

4．河川 

（1）基本方針 

河川管理施設については、災害発生の防止、河川の適正な利用、流水の正常な機能の維持及

び河川環境の整備と保全の観点から、河川の有する治水、利水、環境等の機能が十分に発揮で

きるように、適切に維持管理を行います。 

河川管理施設のうち、特に、洪水の発生防止を図るうえで重要な役割を担う排水機場につい

ては、当該施設の設置目的、機器等の特性、設置条件、稼働形態等を考慮して、機能の最適化

に努めます。予防保全と事後保全を効果的に使い分けるなど、計画的に維持管理を行うこと

で、各設備を良好な状態に維持し、排水機場の正常な機能を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■内川排水機場（堺区戎島町） 図表 4-4-1 内川排水機場イメージ図 
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（2）点検・診断等の実施方針 

河川管理施設の点検は、国土交通省が河川の適切な維持管理を行うに当たっての基本的な内

容を示した「中小河川の堤防等河川管理施設及び河道の点検要領」などに基づき、施設の目

的、特性、形態、条件等に応じて適切に実施します。点検により、損傷、腐食、劣化などを把

握した場合には、必要な措置を講じます。 

河川管理施設のうち、排水機場の点検については、年次点検及び月次点検からなる定期点検

と運転時点検、臨時点検とに区分し、設備区分、機器等の特性、設置条件、稼働形態等に応じ

て適切な内容で実施します。また、対象設備ごとに作成した点検チェックシートに基づき、確

実に点検事項を確認し、その結果を記録・整理します。なお、点検は目視、指触、聴覚、計

測、作動テスト等の作業により設備の状態を把握し、その結果について技術的な判断を行いま

す。 

また、河川管理施設の点検で得られた結果については、河川カルテを作成するなど、施設ご

との特性及び状態を把握したうえでデータベース化し、優先的に修繕・更新する箇所の判定等

に活用します。 

 

（3）維持管理・整備・修繕・更新等の実施方針 

河川管理施設の情報を整理・蓄積し、計画的かつ効率的な維持管理を実施します。 

河川管理施設のうち、土木構造物については、施設の定期点検や必要に応じた緊急点検を実

施し、構造物の損傷、劣化状況の把握に努め、緊急性の高い箇所から計画的に補修等を行いま

す。また、排水機場については、個別施設計画である「内川排水機場長寿命化計画」に基づ

き、図表 4-4-2 に示すとおり、維持管理の手法を対象機器ごとに予防保全又は事後保全に区

分し、計画的に維持管理、更新等を行います。さらに、河川管理施設を補修、更新する際に

は、新技術・新材料を積極的に取り入れ、コスト縮減にも努めます。 

また、河川敷の照明灯を LED 化する等、環境面に配慮した維持管理に努め、河川敷におけ

るアドプト制度の活用や企業・住民とタイアップした清掃活動の活性化等、市民や企業との協

働にも取り組みます。 

 

 

 

管理類型 対象機器 

予防保全 故障した場合に、設備としての排水機能を確保できなくなるもの 

事後保全 上記以外の機器及び部品 

 

  

図表 4-4-2 排水機場における維持管理の区分 
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（4）安全確保の実施方針 

点検・診断等を適切な頻度で実施することにより不具合を早期に発見し、異常が認められた

箇所については、速やかに修繕・更新を行うことによって、安全の確保を図ります。 

 

（5）耐震化の実施方針 

河川管理施設がその機能を発揮し続けるためには、経年劣化や疲労に加え、地震動等の災害

外力にも耐える必要があります。河川管理施設においては、点検及び平常時の河川巡視により

状態把握に努め、国土交通省が示した「河川構造物の耐震性能照査指針」などに基づき、必要

に応じて耐震性能の照査を実施し、その結果を踏まえ、耐震化の検討を行います。 

 

（6）長寿命化の実施方針 

排水機場については、「内川排水機場長寿命化計画」に基づき、適切な時期に設備の整備・

更新を実施することで、ライフサイクルコストの縮減を図ります。その他の河川管理施設につ

いては、個別計画である河川管理施設維持計画等に基づいて長寿命化を図ります。 

 

  

護岸補修状況 護岸損傷状況 

内川排水機場 2 号ポンプ整備状況（予防保全） 内川排水機場年次点検状況 

■点検・整備の状況 

■補修工事の例 
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（7）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

河川管理施設の安全性や機能が失われないように、持続可能な維持管理をしていくため、情

報の蓄積・共有化、先端技術等の導入及び外部委託等による効率化を図ります。また、河川管

理施設の補修や点検については、高い専門知識と豊富な現場経験に基づく技術的知見を必要と

するため、各専門機関が開催する研修・会議への参加、有用な資格の取得、業務を通じての技

術伝承、職場研修の実施に積極的に取り組む等、技術力の向上と蓄積された技術の継承に努め

ます。 

 

5．農業関連施設 

農業関連施設の維持管理については、農業関係者と協力して点検を実施し、不具合が検知され

た段階で、適切な補修等を行います。ただし、農道にかかる橋長 15m 以上の橋りょう（3 橋）

と水路橋（2 橋）については、定期的に点検・診断を実施し、予防保全による計画的な維持管理

を行います。 

ため池（28 か所）については、定期的な巡視を実施し、農林水産省が策定した「ため池機能

診断マニュアル‐暫定版‐」を参考に、予防保全による計画的な維持管理を行います。 

 

6．水道施設 

（1）基本方針 

本市の水道施設は、昭和 40 年代の人口急増期に建設及び布設されたものが多く、逐次、法定

耐用年数を経過することから、更新対象施設が増加していくため、経年化対策が必要です。その

ため、水道施設については、適切な維持管理により長寿命化を図り、更新が必要な水道施設は、

事業費の抑制と平準化を図って、計画的な更新を実施します。 

 

（2）点検・診断等の実施方針 

ほとんどの水道管は、道路に埋設されているため目視による点検ができません。そこで、目

視により点検可能な水道管（水管橋）を除き、埋設された水道管については、予防保全の考え

方を取り入れ、経年劣化等による漏水を早期発見することを目的として、漏水調査を計画的に

行います。 

 

 

 

上下水道局 

マスコットキャラクター 

「すいちゃん」 

図表 4-6-1 漏水調査 
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配水場等の施設については、定期的に点検・調査等を行い、必要に応じてコンクリートの中

性化等の診断を行います。 

また、漏水調査等の新技術について導入を検討し、より効果的に水道施設の維持管理を行い 

ます。 

 

 

 

（3）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

水道管については、法定耐用年数（40 年）を経過後、すぐに更新するのではなく、延命化

を図りつつ計画的に更新します。 

配水支管については、アセットマネジメント手法により事業量を把握し、年平均で配水支管

全体延長の約 1%を継続的に更新するため、水道管の管種、口径、布設年数、漏水事故等につ

いて点数評価し、更新優先順位を決定します。基幹管路については、腐食進行度評価で腐食が

相当進行している、漏水事故時に軌道敷水没など二次災害の危険性が高い、二重化されていな

い等、事故時の対応が困難なものについて選定し、年平均で基幹管路全体延長の約 2％を更新

（新設を含む）します。 

なお、漏水した場合は事後保全として修繕を行います。 

配水場等の施設については、点検・調査等から必要に応じて補修を行い、法定耐用年数（鉄

筋コンクリート造 60 年）を経過後、更新の必要性を判断し、計画的に更新します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配水池内の点検・調査 水道管の更新 

■水道管の更新、配水池内の点検・調査 

■水管橋の点検・調査 
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（4）安全確保の実施方針 

水道施設については、地震や劣化により漏水事故が発生すると、断水や道路冠水、陥没など

社会的影響が大きく、特に基幹管路においては、影響が広範囲となり、復旧にも長い時間を要

するなど甚大な被害をもたらします。そのため、過去に行った管体土壌調査結果を基に、基幹

管路の腐食及び埋設状況を詳細に把握し、劣化の進んでいる基幹管路を計画的に更新すること

で事故防止を図ります。 

 

（5）耐震化の実施方針 

水道の優先耐震化路線の耐震化については早期に完了させることとし、避難所などへの災害

時給水栓の設置や、基幹管路、配水池などの耐震化を計画的に進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 避難所や病院などに水道水を供給するため優先的に耐震化を行う路線（水道の基幹管路の分岐部から避難所や病院 

などに至る水道管路）。 

 

水道管の更新は、全て耐震管で行います。なお、避難所・病院等への給水ルートのうち、基

幹管路に比べて耐震性能が特に低い配水支管については、優先的に耐震化を行います。 

配水池の耐震化については、耐震診断結果を基に、配水池の耐震補強及び更新を行うことに

より、震災時の被害を軽減し、施設復旧の迅速化をめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

指標名 
現状値 

（2019 年度） 

目標値 

（2025 年度） 

水道管路の優先耐震化路線※の耐

震化率 
78.3％ 100％ 

水道管路の耐震化率 27.6％ 33.8％ 

通常時 地震発生時 

※可とう性：物体が柔軟であり、折り曲げることが可能である性質のこと。力が加わっても折れないようにすることで、災害

などが起きても破壊から免れるなどのメリットが得られる。 

図表 4-6-2 関連する「堺市基本計画 2025」の KPI 

図表 4-6-3 耐震管のイメージ 
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（6）長寿命化の実施方針 

水道管については、ポリエチレンスリーブの被覆や、外面耐食塗装が施されている水道管で

更新を行うことを基本とすることで、100 年間以上の耐久性が期待できます。配水場等の施

設については、点検・調査等の結果から補修等を行うことで長寿命化を図ります。 

 

（7）統合・廃止の推進方針 

水道施設の更新時には、人口減少社会及び節水機器の普及や節水意識の浸透による水需要の

減少を踏まえ、水道施設のダウンサイジングや配水場等の施設の統廃合について検討し、適正

な規模の施設整備を進めます。 

 

（8）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

水道事業を持続的､安定的に運営していくためには、技術力の強化と技術継承が必要です。

そのため、「水道業務発表会」や「情報共有システム」による経験・知識の共有化を行いま

す。 

技術継承は水道管や配水池だけでなく、機械・電気・計装設備や水質関連等、水道施設全般

にわたる技術に関する知識とその蓄積が必要です。限られた人的資源をより有効に活用するた

め、積極的に技術研修の機会をつくり技術力の強化と技術継承を図ります。 

なお、水道施設の情報についても適切に管理する必要があるため、水道管については「堺市

上水道地理情報システム（GIS）」により、管種・口径・布設年度や、過去の漏水履歴等をデー

タベース化して管理しています。配水場等の施設情報についても、「設備台帳システム」等に

よるデータ管理を行っています。 

 

 

図表 4-6-4 水道施設の耐震化イメージ 
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7．下水道施設 

（1）基本方針 

下水道管、水再生センター（下水処理場）等の下水道ストックの老朽化が進むと、市民に対

して持続的にサービスを提供することが困難になるおそれがあります。持続的かつ安定的な下

水道サービスの提供のため、体系的かつ持続的な維持管理及び施設の改築更新等を実施しま

す。 

 

（2）点検・診断等の実施方針 

耐用年数を超えた下水道管を中心に TV カメラ調査等の各種調査・点検を行い、診断等を実

施します。また、簡易かつ広範囲に調査を行いながら劣化箇所を絞り込んでいく調査技術（ス

クリーニング調査）等の新たな調査手法も導入を図ります。 

水再生センター及びポンプ場については、「保守点検マニュアル」に基づき、状態監視保全

施設を中心に、定期的な点検調査を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）維持管理・修繕・更新等の実施方針 

布設後 40 年を経過した下水道管の調査を平成 26 年度から開始し、10 年間で調査を完了

します。調査の結果を蓄積し、分析の後、本市下水道管の劣化状況の傾向を把握します。また

「堺市下水道アセットマネジメント（管きょ）」（平成 28 年度策定）に基づき、耐用年数で

一律に更新せず、必要な下水道管についてのみ、部分的な修繕で可能なものについては修繕を

行い、布設替えや新たな技術である更生工法等による改築を実施します。 

水再生センター及びポンプ場については、熟練技術者の持つノウハウを形式知化したマニュ

アルによる修繕や部分取り替えを行って延命化（目標耐用年数を標準耐用年数の 1.5 倍以上と

する）を図る「堺市下水道アセットマネジメント（設備）」（平成 24 年度策定）を実践しま

す。 

また、事業実施に当たっては、事業量を平準化したうえで計画的に行うこととし、改築機器

については、省エネルギー化や CO2 削減、コスト縮減に資するように、最新技術動向を踏ま

え選定します。 

■管内調査状況 

管内 TV カメラ調査 監視装置 
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（4）安全確保の実施方針 

下水道管においては、震災や老朽化により陥没等が発生すると、市民生活に多大な影響が考

えられます。そのため、布設年度が古い下水道管については、詳細調査を行い、必要に応じて

修繕や改修等を行います。 

水再生センター及びポンプ場については、老朽化により機能停止が発生すると、市民生活に

多大な影響が考えられます。そのため、日常的に点検を行い、異常等を発見し、機能停止が発

生しないよう修繕、改修等を行います。 

 

（5）耐震化の実施方針 

避難所や防災拠点と水再生センターを結ぶ下水道管をはじめ、軌道や緊急輸送路の下に埋設

されている下水道管を優先的に耐震化します。 

水再生センター及びポンプ場については、公衆衛生保全のため、処理機能確保に向けた施

設、人命に関わる災害発生となる施設の耐震化を重点的に実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（6）長寿命化の実施方針 

詳細調査を行った下水道管については、ライフサイクルコストや社会的影響等を勘案し、部

分修繕による長寿命化を実施します。 

詳細点検を行った水再生センター・ポンプ場については、部品交換やオーバーホール等によ

る長寿命化を実施します。 

 

（7）統合・廃止の推進方針 

本市の水再生センター及びポンプ場は、供用開始から相当年数を経過しているものが多く、

今後、計画的に改築していく必要があります。事業実施に当たっては、人口減少等により下水

道への流入水量の減少が見込まれることを踏まえ、安定的かつ効率的な送水機能・水処理機能

の確保や、維持管理費の抑制の観点から、下水道施設の集約・再編を進めていきます。また、

検討の結果、廃止することとなった下水道施設については、経営改善に資するような活用を検

討します。 

■耐震化工事 

施設耐震化工事 下水道管耐震化更生工事 
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（8）総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

下水道管については、下水道台帳に加えて、各種調査、点検、修繕等の情報をデータベース

化して効率化を図り、今後の計画的な管理に活用します。水再生センター及びポンプ場につい

ては、仕様、設置年度、点検履歴、修繕履歴等の施設状況をデータベースに蓄積します。ま

た、熟練技術者が蓄積した維持管理ノウハウを形式知化し、既に策定した「保守点検マニュア

ル」も活用して点検調査を実施し、計画的に修繕や改築時期を判断します。 

マニュアルの運用に当たっては、PDCA サイクルを導入し、マニュアルの継続的改善を行う

ことにより、事業の高度化を図ります。 

また、下水道事業の運営に必要となる経営感覚・コスト意識を備え、サービス向上や安全・

安心のために技術力が発揮できる企業職員を育成します。加えて、下水道部が持つストックや

下水道資源、職員の技術やノウハウと、多様な主体との連携により、下水道事業を進化させる

取組を実施し、職員の技術力向上を図ります。 
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第 5 章 計画の推進方法 

 

1．取組体制 

（1）堺市公有財産管理・活用庁内委員会の設置 

平成 24 年 7 月に、従前の「堺市公有財産利用調整委員会」を改編・組織改正し、新たに「堺

市公有財産管理・活用庁内委員会」を設置しました。本委員会を中心に、土地の利活用はもとよ

り、施設の再配置、統廃合、転用等、公共施設の配置の最適化を検討するなど、各部局が共通の

認識と目的の下、全庁横断的に取り組み、経営的な視点からファシリティマネジメントを推進し

ます。 

 

≪堺市公有財産管理・活用庁内委員会の所掌事務≫ 

 (1) 庁内連携を要する施設の再配置及び統廃合に関する事項 

   (2) 売却処分等による公有財産等の整理に関する事項 

 (3) 施設の設置や他目的への転用に関する事項 

 (4) 民間への貸付等の利活用に関する事項 

 (5) 公共施設等総合管理計画の策定に関する事項 

(6) 前各号に掲げるもののほか、ファシリティマネジメントの推進について必要な事項 

 

 

 

 

 

  

堺市公有財産管理・活用庁内委員会 

 

【委 員 長】 副市長 

【副委員長】 市政改革監  

【委  員】 政策調整監、財政局理事、各局区長 

【事 務 局】 市政集中改革室 

インフラ長寿命化ワーキング 
 

【メンバー】建設総務課、土木監理課、河川水路課、

道路整備課、公園監理課、農業土木課、

上下水道局経営企画室 

住宅まちづくり課、市政集中改革室長 

堺市公有財産管理・活用庁内委員会幹事会 

 

【幹 事 長】 市政集中改革室長 

【幹  事】 政策企画部長、行政部長、財政部長、 

各部長 

図表 5-1-1 推進体制（令和 3 年 4 月現在） 
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（2）財政部門との連携 

本計画を効果的かつ効率的に実践していくためには予算編成部署との連携が必要不可欠です。 

公共施設等に係る維持管理や修繕・改修・建替えといった保全費用を中長期的に把握し、財政

状況とのバランスを図りながら予算配分していく必要があります。 

そのため、防災上の重要性、法による設置義務といった施設の価値（施設が果たすべき機能）

や、安全性、機能性、快適性といった施設の劣化・不具合度などから公共施設の状況を分析し、

かつ、施策の事業優先度なども加味しながら総合的に勘案して、選択と集中により効果的な予算

配分に取り組みます。 

 

（3）職員研修の実施 

  本計画の推進に当たっては、全ての職員が本市公共施設等の現状と課題を理解し、経営的な

視点からマネジメントを実践していくことが重要です。そのために、研修等を通じて、ファシ

リティマネジメントの必要性に関する理解を深め、その実践に向けて職員の意識改革や能力開

発に努めます。 

 

2．PDCA サイクルによる計画推進 

本計画の推進に当たっては、PDCA サイクルを活用して適切な進捗管理を行っていきます。

Plan（計画）・Do（実施）・Check（評価）・Action（改善）の一連の流れにより、計画を実施

し、それを評価して課題を抽出し、その改善を図る作業の繰り返しによって継続的に取り組みま

す。 

社会情勢の変化や財政見込み、公共施設等の状態・現状等に合わせて、必要に応じ計画の内容を

再検証するものとし、本計画の推進に当たっては、各用途において、個別施設計画を策定し、又は

既存計画を改訂するなどして実施することとします。また、各用途における具体的な取組につい

ては、達成状況や課題等の検証を行い、本計画の推進に活かしていくこととします。 

 

 

  

図表 5-2-1 PDCA サイクルによる継続的な取組 
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3．情報共有と市民サービス 

本計画の進捗状況等については、議会への報告、ホームページ等を通じて市民に発信していき

ます。 

本計画においては、将来の人口動態や人口構造を踏まえて、統廃合、再配置、他用途への転換及

び機能の複合化による公共施設の配置の最適化を図りつつ、人口減少・高齢化による人口構造の

変化に伴う市民ニーズの多様化にも対応していきます。また、長寿命化の推進等により財政運営

の健全化を図り、公共施設等を効率的に利活用して、さらなる市民サービスの向上に努めます。 

 

4．公会計制度の活用 

  本市では総務省が示す「基準モデル」を採用し、歳入歳出データの管理と、土地、建物、物品等

の資産については固定資産台帳を整備して減価償却を行い、平成 20 年度決算から財務書類を作

成しています。 

  さらに、平成 26 年 5 月 23 日付け総務大臣通知「今後の地方公会計の整備促進について」に

おいて、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした財務書類の作成に関する統一的な基

準が示されたことを受けて、平成 28 年度決算からこの基準による公会計制度を構築しています。 

  今後も、総務省の「統一的な基準による地方公会計マニュアル」（令和元年 8 月改訂）で示され

る活用方法等も踏まえ、公共施設等の状況把握やあり方の検討など、本計画の取組への活用を検

討していきます。 

図表 5-2-2 計画の全体像 
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参考資料 

 

【用語解説】 

あ行 

アドプト制度 行政が特定の公共財産（道路、公園、河川など）について、市民や

民間業者と定期的に美化活動を行うよう契約する制度のこと。美化

活動を行う主体は、地域住民などのボランティアが多く、行政はそ

れらの活動に対し一定の支援を行うという形式が多い。 

維持管理 建物、設備、構造物等の性能や機能を良好な状態に保ち、かつ、社

会・経済的に必要とされる性能・機能を確保し、保持し続けるため、

日常的に保守、点検、診断、清掃等を行い、必要に応じて補修等を

行うこと。また、そのための技術的な手法のこと。 

維持保全 初期の性能又は機能を維持するために行う保全のこと。 

命の道 災害発生時に、避難・救命救急・復旧という機能を持った道路のこ

と。 

エネルギー起源 CO2 

（非エネルギー起源 CO2） 

エネルギー起源 CO2 は、燃料の燃焼で発生・排出される二酸化炭素

のこと。 

非エネルギー起源 CO2 は、工業プロセスの化学反応で発生・排出

されるものや廃棄物の焼却で発生・排出されるものなどのこと。 

温室効果ガス 大気圏にあって、地表から放射された赤外線の一部を吸収すること

により温室効果をもたらす気体の総称のこと。二酸化炭素、対流圏

オゾン、メタンなどが該当する。 

か行 

改修 劣化した建物、設備、構造物等の性能・機能を広範囲において原状

回復すること、又は初期の水準を超えて改善する（求められる水準

まで引き上げる）こと。 

改築 老朽化により構造上危険な状態にある、又は著しく不適当な状態に

ある既存の建物を同じ用途で建て替えること。 

外面耐食塗装 水道管の長期耐久性を更に向上させる新たな塗装様式で、管体と従

来の防食塗装との間に合金層（亜鉛とスズとマグネシウムからなる

もの）を施すことにより、合金層自体に付いた傷を自己修復する機

能を有したもの。 

改良保全 初期の性能又は機能を上回って改良するために行う保全のこと。 

化石燃料 地質時代を通じて動植物などが地中に堆積し、長い年月をかけて地

圧や地熱を受け、変成されてできた有機物のこと。特に、石炭・石

油・天然ガスなど燃料として用いられるもののこと。 

河川カルテ 河川巡視や点検の結果、維持管理や河川工事の内容等を継続的に記

録するものであり、河道や施設の状態を把握し、適切な対応を検討
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する上での基礎となる資料のこと。 

河川管理施設 河川管理者が管理している堤防、護岸、排水機場など、川の流れを

調整したり、洪水の被害を防止したりする機能を持つ施設のこと。 

学校施設整備指針 文部科学省が、学校教育を進める上で必要な施設機能を確保するた

めに、計画及び設計における留意事項を示したもの。 

環境モデル都市 低炭素社会実現をめざし、高い目標を掲げて先駆的な取組にチャレ

ンジする都市を政府が募集、選定したもので、このモデル都市にお

ける先導的な取組を全国、世界へと発信することによる波及効果が

期待されている。本市は平成 21 年 1 月に選定された。 

管体土壌調査 埋設されている水道管周りの土壌の性質と水道管の劣化状況を調

査すること。 

基幹管路 大阪広域水道企業団から受水するための受水管や送水管（配水場施

設から配水場（池）施設へ送るための管路）、配水本管（口径 350

㎜以上の配水管）をいう。 

軌道 鉄道や路面電車の軌道のこと。 

旧耐震基準 新耐震基準を参照。 

橋脚の補強 コンクリート橋脚の変形性能を向上させるため、鉄筋コンクリート

を巻き立てて補強すること。状況に応じて、鋼板や炭素繊維で補強

する場合もある。 

緊急輸送路 緊急時に自衛隊や警察等の緊急車両が通る道のこと。 

下水処理場 水再生センターのこと。 

下水道ストック 下水道管や下水道ポンプ場、水再生センターなどの施設のこと。 

下水ポンプ場 低い場所に集めた水を高い場所に汲み上げる施設のこと。 

桁かかり長の拡幅 地震によって橋桁が落下することのないよう、橋脚のはり部分を拡

幅すること。 

健全度調査・判定 現地において、公園施設の構造材・消耗材などの劣化や損傷を目視

等により確認する調査のことで、その調査で得られた情報をもと

に、公園施設の補修、又は撤去・更新の必要性について、総合的な

評価と判定を行うこと。 

公園橋 離れた公園と公園をつなぐ橋りょうのこと。 

更新 既存の建物、設備、構造物等を新しく改めること、具体的には、劣

化した部位・部材や機器などを新しい物に取り替えること、又は建

て替えること。 

更生工法 古い下水道管を利用して内面に新しい管を作る方法のこと。 

コンクリートの中性化 空気中の二酸化炭素の作用を受けて、コンクリートがアルカリ性か

ら中性に変わる現象のこと。鉄筋の周囲を覆っているコンクリート

が中性化すると、水や酸素の浸透により鉄筋が腐食し、鉄筋コンク

リートの耐荷性や耐久性が損なわれる。 
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さ行 

災害外力 災害を引き起こす力のこと。気候変化の影響を受ける降水量などの

気象要素と、その変化により生じる洪水、渇水、土砂流出、高潮等

の災害として作用する力を流量や水位などの物理量で示したもの。 

事業未着手の都市計画公園 都市計画決定後、事業着手の目途が立たず長期間にわたって未整備

となっている都市計画公園のこと。 

事後保全 建物、設備、構造物等の部分又は部品に不具合・故障が生じた後に、

部分又は部品を修繕又は交換し、性能・機能を初期の水準又は実用

上支障のない状態に戻す事後的（対処療法的）な保全方法のこと。 

地震動 地震波の到達によって起こる地表（地面）や地中の振動のこと（人

や建物が見舞われる揺れのこと）。 

修繕 劣化した部位・部材又は機器の性能、機能を初期の水準まで回復さ

せること。ただし、保守の範囲に含まれる定期的な小部品の取替え

などは除く。 

状態監視保全施設 状態を監視して守る施設のこと。 

新耐震基準 建物をどのようにつくるかを規定した建築基準法や建築基準法施行

令などの中で、地震に対して建物をどのようにつくるかを規定した

内容をまとめて「耐震基準」と呼ぶ。現在の基準は、昭和 56 年 6

月 1 日から施行されたもので、「新耐震基準」と呼ばれている。そ

れ以前の基準は、「旧耐震基準」と呼んで区別している。 

清掃 建物、設備、構造物等の汚れを除去すること及び汚れを予防するこ

とにより、壁紙、フローリング、モルタル等の表面材料（仕上げ材）

を保護し、快適な環境に保つための作業のこと。 

泉北ニュータウン開発 大阪府の施行により泉北丘陵新住宅市街地開発事業として整備され

た事業のこと。区域面積約 1,511ha、事業期間は 1965～1982

（昭和 40～57）年度。 

た行 

耐震改修 既存の建物の耐震性を向上させるために実施する改修工事のこと。 

耐震診断 既存の建物について、想定される地震に対する安全性を検討するた

めの調査のこと。 

耐用年数 建物、設備、構造物等が建設された後、劣化により使用に耐えなく

なるまでの年数のこと。 

ダウンサイジング 一般的には技術進歩に伴う高密度化・小型化によって、同じ容積・

重量で従来と同機能か、より高性能な物（工業製品）を作ることで

あるが、水道事業では、運用コスト削減等を目的として、既設の水

道施設を更新するときに縮小して造り替えること。 

長寿命化改修 施設の使用期間を延ばす目的で、対象となる施設の一部を再建設又

は取り替えること。具体的には、物理的な不具合を直し耐久性を高
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めることに加え、機能や性能を要求性能レベル（求められる水準）

まで引き上げる改修を行う。 

点検 建物、設備、構造物等の部分又は部品について、損傷、変形、腐食、

異臭その他の異常の有無を調査、保守又はその他の措置が必要か否

かの判断を行うこと。 

な行 

ネーミングライツ 施設の名称にスポンサー企業の社名やブランド名を付与すること

で、施設の建設・運用管理資金調達のための手法のこと。 

農業関連施設 農道と農業用水路などの農業用の施設のこと。 

は行 

排水機場 水門等の扉が閉じられ河川水を自然に排水できなくなった時に、電

気やディーゼルエンジンなどの動力を使って河川水をポンプアッ

プし排水することで、浸水被害を防止する施設のこと。 

配水支管 給水管の分岐可能な口径 300 ㎜以下の配水管のこと。 

配水場等の施設 大阪広域水道企業団から直接受水して水を溜めておく配水場施設

（7 か所）と、その配水場施設から送られる水を溜めておく配水池

施設（5 か所）のこと。 

バリアフリー 段差の解消など、障害をもつ人々が、生活環境（住宅、地域施設、

交通施設）において、普通に生活することを阻んでいる障壁（バリ

ア）をなくすこと。 

非破壊検査 物を壊すことなく欠陥や劣化の状況を調べる検査技術のこと。橋り

ょう、地中埋設物にいたる社会資本全てが対象であり、超音波や放

射線、レーダーなど最新の装置と技術を駆使し維持管理に役立てら

れる。 

ファシリティマネジメント 本市が保有又は使用するファシリティ（土地、建物などの施設とそ

の利用環境）を経営戦略的視点から総合的かつ統括的に企画、管理、

活用する経営活動のこと。 

部位 建築物の床・壁・天井・屋根などの構成要素のこと。 

部材 建築物の骨組を形成する柱、はりなどの材（部分品）のこと。 

布設替え 古い下水道管を新しく入れ替える方法のこと。 

部品 建築物や部材・機構・機械・器具を構成する要素となる製品（パー

ツ）のこと。 

フルセット主義 文化、教育、福祉など公共サービス提供のための施設等を全て自ら

が整備し、保有していこうとする考え方のこと。 

法定計画 法令によって策定が定められ、行政指針となる計画のこと。 

保守 点検の結果に基づき建物、設備、構造物等の機能回復又は危険防止
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のために行う消耗部品の取替え、注油、塗装その他これらに類する

軽微な作業のこと。 

補修 部分的に劣化した部位・部材等の性能、機能を実用上支障のない状

態まで回復させること。 

保全 建物、設備、構造物等が完成してから取り壊すまでの間、その性能

や機能を使用目的に適合するように維持又は改良する諸行為のこ

と。保全の手段には、保守、点検、修繕、改修等がある。保全行為

は、保全内容により維持保全と改良保全とに分けられる。また、保

全を行う時期の違いにより、予防保全と事後保全に分けられる。 

保全マネジメントシステム 

（BIMMS） 

BIMMS を参照。 

ポリエチレンスリーブ 水道管が土壌と接触して腐食することを防ぐために、水道管にか

ぶせるポリエチレン製の筒のこと。 

ま行 

水再生センター 汚れた水を川や海に流せるようにきれいにする施設のこと。下水処

理場。 

や行 

有形固定資産減価償却率 有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計

額の割合 

ユニバーサルデザイン 障害の有無や年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用し

やすいよう都市や生活環境をあらかじめデザインする考え方のこ

と。 

予防保全 建物、設備、構造物等の部分又は部品に不具合・故障が生じる前に、

部分又は部品を修繕又は交換し、性能・機能を初期の水準又は実用

上支障のない状態に維持する予防的な保全方法のこと。 
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ら行 

ライフサイクルコスト 建物、設備、構造物等の企画設計段階、建設段階、管理運用段階及

び解体再利用段階の各段階の費用の総計のこと。トータルコストや

生涯費用ともいう。 

落橋防止装置 大規模地震時に橋桁が橋脚や橋台から落ちることを防ぐために、橋

桁と下部工を連結すること。その他、橋桁と橋桁を連結する方法な

どもある。 

劣化 物理的、化学的及び生物的要因により、建物、設備、構造物等の性

能が低下すること。ただし、地震や火災などの災害によるものを除

く。 

わ行 

わだち掘れ 車両の重量や走行量などの影響により、路面が変形すること。車両

の走行性の低下や、雨水の滞水によるハイドロプレーニング現象の

発生、歩行者・沿道住居に対する水はねの発生等を誘発するなど、

サービスレベルの低下につながる。 

A－Z 

BIMMS（ビームス） Building Information System for Maintenance and 

Management Support（保全マネジメントシステム）の略。建物

の保全に関する情報を管理し、施設の運用に係る業務の支援を可能

とするシステムのこと。 

ESCO（エスコ） Energy Service Company の略。省エネルギー改修にかかる全て

の経費を光熱水費の削減分で賄う事業で、工場やビルの省エネルギ

ーに関する包括的なサービスを提供し、それまでの環境を損なうこ

となく省エネルギーを実現し、さらにはその結果得られる省エネル

ギー効果を保証する事業をいう。 

MCI Maintenance Control Index の略。舗装の維持管理指数のこと。

「ひび割れ率」、「わだち掘れ量」「平坦性」という路面の性状値を用

いて舗装の健全性を 10 点満点の減点法で評価したもの。数値が大

きい値ほど舗装の状態が良いことを示す。 

PDCA サイクル 団体経営や事業推進において、PLAN（計画立案）、DO（事業実施）、

CHECK（評価）、ACTION（改善）の一連の流れの繰り返しの中

で、業務改善を図っていくこと。 

PPP／PFI 事業 「PPP（Public Private Partnership）」は、行政と民間が連携し

て、それぞれお互いの強みを生かすことによって、最適な公共サー

ビスの提供を実現し、地域の価値や住民満足度の最大化を図るも

の。 
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「PFI（Private Finance Initiative）」は、公共施設等の建設、維持

管理、運営等に民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用するこ

とにより、同一水準のサービスをより安く、又は同一価格で上質の

サービスを提供する手法のこと。PFI 法に基づき実施される。 

ZEB（ゼブ） Net Zero Energy Building の略。室内環境の質を維持しつつ大幅

な省エネルギー化を実現したうえで、再生可能エネルギーを導入す

ることにより、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロにするこ

とをめざした建築物のこと。 
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